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の発展と中小企業
柴田徳衛
中小企業問題の生成
東京都における中小企業をめぐる論議は、中小企業とはそもそも何か、中小企業と
いっても商業と工業とあり、またそれらが都の生産、流通、消費の大きな循環構造に
おいて、問屋骨折L下請制、再下請制・・・・・等複雑な取引関係の網の目におかれている。
資金面でも問屋、親会社、信用金庫等々各種の機関から融資が行なわれる。中小企業
問題といっても、これをどの立場から何を問題にするかで、研究の視角はいろいろに
異ってくる。本論稿では一応、中小企業のうち中小工業をとりあげ、そのもつ基本的
な性格を考え、さらに日本経済の技術革新、大規模生産、重化学工業化が進む過程で、
都内の中小工業はどのようになるか、その盛衰いずれの道をたどるか、そこに働．〈要
因はなにか等を考察してみよう。
まず明治以来の東京の産業発展をみるとき、在来小地場産業が広〈存在していたこ
とを注目したい。明治26年に刊行された「社会百方面」によれば、「東京に1の煙
突なく、東京に Tの蒸気気鎗なし。然れども是を以って東京を工作の地にあらずとな
す事勿れ。彼れ大気筒の以て黒煙を吐くなく、是に大鉄鎚の火花を散らすなしと量産も
自に見えざる工業製作の大動力は、？尺2聞の裏屋の火なく水なき下層に於て漸々働
きつつあるを・・・・・其工人の熟煉なるに加えて非常の勉強あり、賃金の廉なるも必り、
是を以て其の生産力の実に驚くべきあるを見る・・・・」として、工業活動は大阪ほどで
ないカミ、しかし広〈ひろがった小工業が大きな生産活動の源となっているととを伝え
ている。
ζうした小工場のひろがりにたいし、他方に政府の直接、間接の援助で薄てられた
大工場があった。王子の紙幣寮工場、深}Iのセメント工場、品}Iの硝子製造所、滝野
川の印刷局や硫酸製造所等である。とれら移績大工業は、官営工場として続いたり、
あるいは財閥の基幹工場として発展したりした。当初は大工場と小工場は一応別の存
在としてあったが、日消、日露の両戦争で日本経済が急成長するにつれ、全体として
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機械化、動力化が進み、やがて一方で在来産業たる小工業が大工業に整理、淘決され
他方でその下請工場として支配下に置かれる傾向が出てきた。小工場に従事する従業
者数は多く、さらに賃仕事、家内工業がひろがるため、都内小工業の盛衰は、都f当
事は東京府、東京市】の経済全体や都民生活にとっても大きな問題であったの
第1次大戦は日本経済に未曾有の好況をもたらし、小工業も発展したがやがて戦後
の不況で大正末から昭和枝期にかけ、中規模経営をもふくめて窮乏化がひどくなり、
いわゆる中小工業問題としてとりあげられるようになったe
満洲事変から第2次大戦に入るにおよび箪需景気で、東京の中小企業も江東から現
在の大田、品川｜、目黒区一帯にひろがり大きくのびたが、戦局苛烈化とともに軍需生
産の生産力拡大要求にその低生産性が隆路となり、協力工場と名づけられても、生産
性低く、しかしその生産に占める比重は大きいため切りすてることはできず、この角
度から都の中小工業問題が大きく登場したが、やがて空襲はひどくなりJその密集状
況、粗悪な工場建物等が禍して大きな部分が灰に帰してしまった。
戦後、財閥解体、生産対象の軍需品から民間消費財への転換で、容易に生産再開の
できるナベ、カマ類を中小工場がっくりはじめた。そして朝鮮動乱からさらに昭和
3 0年以後において、大企業はその圧倒的経済力を回復した治E、なお数量的に中小企
業の比重も大きく、大企業との格差、二重構造の問題が東京都内でもいろいろ論じら
れるに至った。
近代的大企業のめざましい高度成長の他方にとり残されている中小企業の休質f雇
用関係3の古さ、大企業との賃金格差、生産性の低さ等々があらためてクローズ・ア
ップされてきた。経営の古さは計理の非近代性一一家計との混同ともなり、また最近
になって、公害発生源としての問題、都市計画遂行上の陸路といった性格が表面に出
てきた。すなわちその経営規模が貧弱なため、公害除去装置が不完全であり、地域に
おける公害問題の発生源になっているーーしかしその事業所教が多いため対策の樹立
がむずかしくなっている。また経営が古〈、権利関係が複合して、都市計画における
移転、立退きを困難にさせる例が多い。
こうして東京の今後のよい都甫づくりを考えるばあい、なんといってもとうした中
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第 1表 産業別工場散、従業者数および製造品出荷額等
工 場 数 従 業 者 数 製造品出荷額
産 業 中 分 類
実 数 構 成 比 実 数’ 構 成 比 実 数 機 成 比
総 数 84,283 1 0 0. 0 ~ 1,440,839人 1 0 0. 0 ~ 4,743,757百万円 100.·0~ 
食 料 品 製 造 業 4. 3 9 6 5. 2 84,548 5. 9 420.519 a 9 
繊 維 工 業 4, 8 4 0 5. 7 5 1,1 2 6 3. 5 121.404 2. 6 
衣服・その他の蛾維工業 4, 9 2 1 5. 8 4 2.2 3 2 2. 9 69,630 1. 5 
木材 ． 木製 品製造業 2. 6 5 3 3. 1 ． 25,089 1. 8 73,966 1. 6 
家具 ． 装備品製造業 3, 9-4 0 4. 7 32,695 2. 3 7 7,5 3 5 1. 6 
パルプ・紙・紙工品製造業 ゑ 64 9 4. 3 47,502 3. 3 153,839 3. 2 
出版・印刷・同関連産業 8, 6 4 3 1 0.3 173,821 1 2. 1 597,781 1 2. 6 
イヒ でA晶f- 工 業 1, 2 3 7 1. 5 6 2.0 0 8 4. 3 373,501 7. 9 
石油製品・石炭製品製造業 5 9 0. 1 1, 9 4 0 0. 1 13,587 0. 3 
コ． ム 製 品 製 造 業 9 6 5 1. 1 2 4,7 2 0 1. 7 83,929 1. 8 
皮革 ． 同 製品 製造業 3, 9 0 0 4. 6 34,296 2. 4 9 1,9 3 4 1. 9 
窯業・土石製品製造業 1. 5 6 0 1. 9 3 1,5 2 7 2. 2 $6,822 1. 8 
鉄 鋼 業 8 8 1 1. 0 37,805 2. 6 2 5 2.2 8 2 5. 3 
非 鉄 金 属 製 造業 1. 1 5 1 1. 4 2 9,1 3 5 2. 0 166,118 3. 5 
金 属 製 品 製 造 業 1 4. 1 5 2 1 6. 8 156,394 1 0. 9 3 6 1.2 5 6 7. 6 
機 械 製 造 業 7, 2 3 9 a 6 144,693 1 0. 0 446,701 9. 4 
電気機械器具製造業 5. 9 5 0 4. 1 216,638 1 5. 0 623,549 1 3. 1 
輸送用機械器具製造業 2. 1 5 0 2. 6 65,371 4. 5 259,944 5. 5 
精密機械器具 製造業 3, 4 7 3 4. 1 80,339 5. 6 212.070 4. 5 
そ の 他 の 製 造 業 8, 5 2 4 1 0. 1 98,960 6. 9 257,391 5. 4 
東京都総務局「工業統計調査報告「昭和41年】 J
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第 2表業種別従業者、製造品出荷額の構成
λγ寸？（ 従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額総 数 1～ 9人 1 0～299人 3 0 0人以上 総 数 1～ 9 人 1 0～2 9 9人 3 0 0人以上
総 数 1 0 o.0 1 7.8 ~ 5 7.2 ~ 2 5. 0 ~ 1 0 0. 0 a 1 ~ 5 4. 4 ~ 3 7.5 
食・ 料 品 製 造 業 1 0 0. 0 1 6. 5 5 7.4 2 6. 1 1 0 0. 0 6. 2 5 3. 1 4 o.7 
繊 維 工 業 1 0 0. 0 3 1. 5 6 2. 7 5. 8 1 0 0. 0 1 a a 7 3. 6 7.ι 
衣服・その他の繊維工業 1 0 o.0 3 7.5 6 0. 8 1. 7 1 0 0. 0 2 4 ... 7 0. 9 4. 7 
木材・ 木製品製造業 1 0 0. 0 3 1. 3 6 1.2 7. 5 1 0 0. 0 1 5. ' 7 5. 2 9. 1 
家具 ． 装備品製造i 業 1 0 0. 0 3 7.5 6 0. 1 2. 4 1 0 0. 0 2 5. 3 7 1. 3 3. 4 
パルプ・紙・紙工品製造業 1 0 0. 0 2 5. 4 s a 7 1 5. 9 1 0 0. 0 1 0. 8 s a 1 3 1. 1 
出版・印刷・同関連産業 1 0 0. 0 1 4. 7 s a 2 2 7.1 1 0 0. 0 5. ~ 4 9. 3 4 4. 8 
イヒ 学 工 業 1 0 0. 0 4. 3 5 4. 3 4 1. 4 1 0 0. 0 2. 0 4 a 3 4 虫 6
石油製品・石炭製品製造業 1 0 0. 0 4. 3 9 5. 7 ー 1 0 0. 0 2. 7 9 7.3 ー、
ゴ ム 製 品 製 造 業 1 0 0. 0 1 1. 4 5 3. 7 3 4. 9 1 0 0. 0 5. 3 3 9. 5 5 5. 2 
皮革 ． 同製品・製造業 1 0 0. 0 3 5. 3 5 9.5 5. 1 1 0 0. 0 2 4. 2 6 a 9 6. 9 
窯業 ． 土石製品製造業 1 0 0. 0 1 3. 0 7 6. 1 1 0. 9 1 0 0. 0 6. 4 8 2. 9 1 0. 7 
鉄 鋼 業 1 0 0. 0 5. 1 5 8. 0 3 6. 9 1 0臥 O 2.2 5 8. 8 3 9. 0 
非 鉄 金 属 製 造 業 1 0 0. 0 1 1. 4 5 9.8 2 8. 9 1 0 0. 0 6. 5 6 4. 2 2 9. 3 
金 属 製 品 製 造 業 1 0 o.0 2 9. 2 6 1. 4 9. 4 1 0 0. 0 1 7.0 6 6. 0 1 7.0 
機 械 製 進 業 1 0 0. 0 1 4. 6 6 0. 3 2 5. 0 1 0 0. 0 7. 0 5 2. 3 4 o.8 
電気機械器具製造業 1 0 0. 0 7. 2 5 0. 3 4 2. 5 1 0 0. 0 3. 7 4 5. 2 5 1. 1 
輸送用機械器具製造業 1 0 0. 0 9. 0 4 6. 2 4 4. 8 1 0 0. 0 3. (j 3 1. 8 6 5. 1 
精密機械器具製造業 1 0 0. 0 1 3. 0 4 7.4 3 9.6 1 0 0. 0 6. 7 4 1. 7 5 1. 6 
そ の 他 の 製 造 業 1 0 0. 0 2 7. 2 6 1. 8 1 0.9 1 0 0. 0 1 6. 1 7 0. 1 1 3. 9 
東京都総務局「工業統計調査報告｛昭和41年） J 
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第5表 品目群JIJ年間出荷額の全国比f昭和 40年】
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第 1位 愛知県
第 1位 神奈川県
2 1.1 , 
2 7.5 "' 
小企業の行方、対策がカギとなってくる。東京の経済が発E要するにつれ、中小企業と
〈にその中小工業ほどのようになるか。との条件を考えるため、まずその現状を概観
しよう。なお中小工業とはなにか、その外的規定を与えようとしても、厳密を期する
ためには理論的には、業種別で大きく違うであろう。従業者数、資本金額、固定資産
（とくに機械、装置】の規模等々分類の規激の選び方も問題になろう。とこでは実際
の統計の便宜上、そとで通~.片予なわれる従業者数 2 9 9人以下といった分類に従って
みることとする。
東京都と中小工業
東京都知工業をみるとき、従業者29 9人以下の中小工場の比重は現在圧倒的に強
い。工場数では昭和41年で？呪 5＊と大部分を占め、従業者数でも 75 ＊と 4分の
5になる。 都内の工業従業者 14 4万人のうち、 10 8万人もが中小工場で働くので
ある。また製造品出荷額がま、やはり 62. 5 r/Jと半分以上をしめる。同年度出荷額
4兆74 3 8億円のうち大工場で製造されたものが1.8兆円弱である。
業種別にみると、従業者数で中小企業の比重が高いのは繊維工業、衣服その他の繊
維工業、 家具類、皮革製品等であり、また大工場が多いため比重は 90~以下である
が、全体の規模が大きいため中小規模経営への従事者の多いのは、印刷、出版、金属
製品、電気機械器具といった業種である。
全国的にみて、東京都の中イ企業の比重が比較的高いととは第 1図にみるごと〈で
ある。また東京の産業別にみた各種産業の比重は第1表、その規模別にみた携成は第
2表のごとくである。また全国的にみると、第5表にしめすように、出版、印刷人皮
革関係、光学精密機器、電気機械器具、ゴム製品、家具、食料品といった業種が年間
出荷額において金圏第1位をしめす。東京都の人口は全国の約 10. 5 ＊であるから、
食料品をのぞき、いずれも全国的こ集中度がきわめて高いことをしめす。
つまり、東京都はわが国最大の工業都市であるが、都内におけるその製品の主内容
は消費関連財であり、 1重化学工業用品は、むしろ神奈川、千葉県の方のコンピナート
地帯に多くみられる。
東京が日窓経済の中心として、圧倒的な比重をもちはじめたのは、昭和14年か
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第 1図 従業者規模別工場数、従業者数、製造品出荷額等の構成比
f昭和41年 3
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通商産業省「工業統計表」
東京都総務局「工事態統計調査報告」
-12-
1 5年前後からである。それまでは大阪地方と肩をならべ、指数によっては大阪がま
さることも多かヲた。しかし右の年前後に日玄経済は戦時動員の駒者に入り、「統制
経済Jが行なわれるようになった。すなわち経済胡Eの中僚機能を砂治が深〈コント
ロールするようになり、中央官庁の機能が大き〈増してきた。それに伴ない経済の中
枢f志社機構3も、多く東京へ移されてきた。そしてζの傾向は、戦争の終ってから
もむしろ強められ、金融f全国銀行による経済支配】、財政「膨大な国の予算とそれ
をめぐる陳情、予算編成、予算耕T組織】を動かす機能が強まった。
技術革新によって、エネルギー源が石炭から石油fそれによる電力3へ転換したと
とは、工場立地条件を炭鉱など原料に近いところから大都市に近いその周辺へ移させ 1
ることとなった。同じく一方の.;tー トメ化と他方の企業の政治折衝を緊密化させマー
ク，トを開拓する要求は、地方にある工場で働く肉体労働者数を減じ、東京にある志
社の経理、渉外、宣伝広告といった部門で働くホワイトカラーの比重が増大したζと
も、東京の比重を大きくさせた。
このようにして、東京は日本経済の中枢として、その政治支配の中心となるととも
に、情報の中心となり、それ自身が巨大な取引きと消費の場となった。これを対象と
して先にのべたごとき中小工場が広〈城東、城南といった区域を中，GIこひろがる。
こうした各種ある中小工場は、東京の今後の発展のなかで、いかなる道をたどるの
であろうか。いわゆる中小企業政策をたてるためにも、その大きな方向を把揮する必
要がある。ととでは、以下現在におけるその主要存立要件に即し、検討してみよう。
2. 中小工業の将来像
①技術革新、近代化の方向
東京の工業生産においても、近代的技術革新、大量生産方式の導入という要求は強
まり、他方労働賃金は高まり旧来の長期徒弟奉公形式による熟練労働にたよる形の生
産は困難になるであろう。具体的にいえば、現在まだ都内には和菓子の製造、竃甲細
工、漆器といった小規模製造業は残っている。
和菓子といっても種類はいろいろあり、生菓子、打菓子、蒸菓子、甘街角豆、羊治時
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等々であり、その需要が都民一般にひろがるため都内に 80 8ある工場も各区に介散
し、そのうちでは台東、文京、港、新宿あたりが比較的多い。なかには栄太棲のよう
に百貨店やスーパーマークタトとも結びつき、大規模生産を行うところもあるが、他
方では家族労働にたより、自家販売fつまり商業をもかねる】を行なうものがひろが
る。これまで和菓子は多〈保存がきかず、かっ季節的色彩が多く工芸品的要素もあっ
たため、大量生産が困難であり、職人の手作業に依存する面が多かった。しかし一方
でチョコレートやクーキ等の洋菓子fバターやミルク、ココア等使用の栄養価も高い3
が進出し、他方真空包装などによる長期保存も可能となってきたため、小家庭式工場
は大工場とますます格差が大となろう。要は、今後の都民生活の向上、日本式生活趣
味の復活「お茶席など】で手芸的和菓子の需要が高まるか否か、 f嘆子を小規模に生
産する家庭労働力ないし職人の供給が得られるか否かにかかってこよう。
ぺっ甲細工や漆器は、中央区、台東区方面に残り、高級技術を要する工芸品的色彩
のものであり、都民の特殊需要には支えられるが、今後近代的大規模工業製品の普及
するなかで、いわゆる技芸者がどれだけ得られ続けるかによってその今後がきまろう。
一例をあげた均九大量生産方式、インスタント化時代において、工芸品的色彩をも
ち、年期をかけた職人芸を必要とする製品は、家内労働などでその技芸をもっ労働力
がどこまで得られ続けるか、趣好が強〈残って相対的に高価になるであろう右製品へ
の需要が残り続ける制こかかる。いずれにせよとの面からは大工業への傾向は強b、
ただそのためには工場施設を拡大するーーすなわち用地を拡張せねばならず、過密化
する中小企業地帯ではそれは困難である。そこでは交通、取引関係が確保されるかぎ
りは、都外へ転出する傾向が出る。また新鮮さを求めf例えば食品関係1、情報源i.)
中心になくてはならずf例えば出版、印刷関係や流行製品入都外へ転出困難なもの
の業種からは、都市再開発による土地の立体利用への要求が出てこよう。
②下請け企業
東京都の近代的大工場といっても、その部品のきわめて多くを下請け工場、再下請
け工場に依存している。いわゆる子会社、孫会社が広〈ひろがる。この存在は、日本
経済の景気対策f不況時に親工場は下請け工場を切りすてることができる入保守基
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盤の養成等身の意義をもち、また都敢にとっても大きな比重をもっ。ただとの存立の
大きな基梶は、大企業との間にある賃金格差一ーすなわち中小企業における低賃金で
ある。これまでの年功序列侍，，と、と〈に若年労働力の地方から雪量害な供給~＇東京
一世
における中小企業の大きな存在基磐であった。こうした傾向が、今後今のままで存続
するか否か、大きな疑問である。すなわち今までその量豊かな供給源であった農村の人
口~·、大きくいま減少し、労働力人口調査では農閑期 f 昭和 4 5年 1月川口久総就
業者数4.8 5 2万人のうち農林業関係は 64 2万人と、じつに 15 ~以下に滅り、し
かもその内容において老令者の比重が大きく、新しい世代の出生が少な〈なっている。
したがって、そうした区域からの新しい中・高校卒業者数は今後相当減ってゆくであ
ろう。もちろんそうした農山村から東京への若年労働力流入は減っても、まだ地方中
小都市からの流入は続こう。しかし、従来のような傾向はかなり今後変るであろう。
若年低賃金労働力が、日本の圏外一一低開発固からまった〈別の形で東京都に入り
はじめるとすればまた事情は異なりーーその時は言語、民族、風習を具にする住民が
都内に新らしく住むこととなり、全〈別の種類の都市問題を生じるとととなろう。そ
してこれを基盤とする中小企業は存続しうることとなる。いずれの道をたどるか予測
しがたい。もし現在のままの形で進むとすれば、中小工業地帯といえども、そとに次
の世代を健康かつ文化的に育てる環境をつくらねばならなくなり、若年労働力を大切
にするため舗附再開発が不可避となる。
③生活水準の向上
東京部民 1千百余万の所得水準は、今後も大きな災害や戦争のないかぎり向上の傾
向をもち、週5日制の拡大などで余暇もふえよう。それに伴ない多くの新しい財貨ヘ
ー の需要fそこには復古調や懐古趣味に裏づけられた伝統的な工芸品などをもふくむ】
がふえてくる。各種のアクセサリー数から、雪景玩用ベタトの装飾品まできわめて多種
多様となろう。とれらは季節性や流行性fヲァショ：，.＇）の色彩をももち、大工場によ
る大量生産に適さず、中小工場や手作業による小量多種生産にたより、個人のアイ角
アに依存する薗が多い。
大工場は今後逐次都外に移るであろう'Ii＇＞、右のような中小工場は、都内に残り、各
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種流通機構を通じて都民に売り出され、また流行用品といった形で全国に移出されよ
う。
④情報産業、教育産業
今後の東京の経済、文化が発展するにつれ、それが全国的な情報焚換とアイディア、
政策創出の場となってゆくだろう。実際に生産を行う現場は都外から地方へ移るとし
ても、新聞、雑誌、テレピ等のマスコミ産業や広告宣伝、業界誌などの全国的な中心
になり、また要求される情報の高度化に対応するための教育産業f大学、受験予備校、
塾、ティーチング・マシーン等々3は、今後むしろ東京のなかにその存在比重を大き
くし、それらの一環を担う形での中小企業（いわゆる在来の工場とは違った形をもち、
むしろ組織ともいうべき 3はその数を増すであろう。映画、演劇、美術等の道具類を
扱い、その素材を製作する中小企業もむしろふえるだろう。
ここでは特殊の技芸、知識がスペシャリストとして要求され、今後いっそう比重を
ます医療藁品産業f病院、医院をふくむ〕の従事者、弁護士、税理士、不動産鑑定士
等とともに、全国にたいしても、その相対的、絶対的数をますであろう．それらの中
小事業所がふえることはあっても、減ることは考えられない。
⑤公害、災害、事故
1 9 7 0年に入り、都内に公害が爆発的にひろがり、さらに自動車事故も多く、ま
た大震災による被害も憂えられはじめている。公害がさらに一段とひどくなるとき、
その発生源となっている中小工場にたいしては、規制を強めざるをえない．技術的に
その解決がやさしく、資金力もあればよいが、その余力なく、かつ規制力や市民の反
対運動が強4対もば、それら中小工場は都内のと〈に過密地帯に従来の形のままでは存
在しえなくなる。再開発事業で周辺に被害を及ぼさぬ格設に新しく入るか、用意され
た中小企業団地へ入るか、都外に移転するかである。
また中小工場は公害の被害者でもありうる。今まで刑用した河川水が汚れたり、地
下水汲みあげ規制が強くなると、用水型工場はそれだけ行詰る。もっと大きな問題は、
従業員を公害のひどい中小工業地域では雇用しにくくなる問題も出てくる。とくにこ
れは生活水準、所得水準がある程度以上高くなると、賃金を増しでも解決できぬこと
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となる。
以上5要因をあげた。東京都に広〈存する中小工業が、今後の日本と東京の経済の
大きな変草に応じ、どのような方向をたどるか、それぞれ5要因のプラス、マイナス
の力の作用に大きく影響されてゆ〈であろう．そして内容と数量を変えつつ、今後も
東京都の経済、都市計画一四都政に大きな比重をもち続けるであろう．
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第 2章 都市の過密化と中小企業対応の方途
泉 三義
1. 工業化と都市化
工業化は都市イヒの最も大きな原因のひとつである。封建時代の都市形成は近代的な
工業化とは無関係であるから、都市化一般がなんらの前提なしにただちに工業化によ
ってもたらされるということはできない。しかし生産方法の近代化がすすんだ経済に
おいては、資本主義体制ならばもちろん、社会主義体制においてもあきらかに、工業
化が直接間接に都市化の最も有力な原因のひとつとなっている。
工場の立地条件を決定する要因のひとつに原料あるいは製品の輸送費用がある。原
料産地と製品消費地とが同一でないかぎり、原料運賃の節約と製品運賃の節約とのい
ずれがコスト軽減のうえで有利であるかが比較較量される。加工にあたってその重量
がいちじるしく減少するいわゆる減量原料でないかぎり、原料運賃の節約はより重要
ではない。技術進歩によってエネルギー源や原料としての石油が比重を高めるにした
がし＼いっそうその問題の意義は小さくなる。のみならず、消費地には運賃以外のい
ろいろな立地の吸引力があるから、産業の消費市場指向性はきわめて強い。
わが国は石油をはじめ主要原料をほとんど輸入に保つがゆえに、大輸入港すなわち
大原料地ということになる。しかも狭長な国土のなかでは、港市自身あるいはそれに
近接している大都市が巨大な消費市場として工場吸引の大きな魅力をもっ。さらに都
市には購買力のほか、豊富な労働力がある。労働力はもちろんある程度工業化と無関
係にしたがって工業化以前にも存在しうるのであるが、ひとたび近代工業が離陸しよ
うというときには、既存の豊富な労働力の存在が不可欠な役割を演ずるのであり、ま
た工業化が進展するときにはさらに地方から都市に労働力が吸いよせられる。労働力 』
の集中はまた生産要素のほか有効需要の集中をもともなって工業化の促進を助けるので
あり、この循環運動は一定の限界に達するまで集積してゆ〈。
人口の都市集中はもちろん所得水準の上昇期待を唯一の動機とするものではなく、
まして第2次産業あるいは製造工業への就職のみを目ざすものでもなく、都市社会の
.(1) 
さまざまな物質的，非物質的魅力を求心力として促進されるのであるか、工業立地の観
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盤の養成等々の意義をもち、また都敢にとっても大きな比重をもっ。ただとの存立の
大きな基線は、大企業との間にある賃金格差一ーすなわち中小企業における低賃金で
ある。これまでの年功序列酬と、と〈に若年労働力の地方からの豊富な供給i＼ 東京
における中小企業の大きな存在基懇であった。こうした傾向が、今後今のままで存続
するか否か、大きな疑問である。すなわち今までその量豊かな供給源であった農村の人
口が、大きくいま減少し、労働力人口調査では農閑期f昭和45年 1月】には、総就
業者数4.85 2万人のうち農林業関係は 64 2万人と、じつに 15 ~以下に滅り、し
かもその内容において老令者の比重が大きく、新しい世代の出生が少なくなっている．
したがって、そうした区域からの新しい中・高校卒業者数は今後相当減ってゆくであ
ろう。もちろんそうした農山村から東京への若年労働力流入は減っても、まだ地方中
小都市からの流入は続こう。しかし、従来のような傾向はかなり今後復るであろう。
若年低賃金労働力が、日本の圏外一一低開発固からまったく別の形で東京都に入り
はじめるとすればまた事情は具なりーーその時は言帯、民族、風習を異にする住民が
都内に新らしく住むこととなり、全く別の種類の都市問題を生じることとなろう。そ
してこれを基盤とする中小企業は存続しうることとなる。いずれの道をたどるか予測
しがたい。もし現在のままの形で進むとすれば、中小工業地帯といえども、そこに次
の世代を健康かつ文化的に育てる環境をつくらねばならなく、なり、若年労働力を大切
にするため舗肺再開発が不可避となる。
③生活水準の向上
、 東京郡民 1千百余万の所得水準は、今後も大きな災害や戦争のないかぎり向上の傾
向をもち、週5日制の拡大などで余暇もふえよう。それに伴ない多くの新しい財貨へ
- の需要（そ ζには復古調や懐古趣味に裏づけられた伝統的な工芸品などをもふくむ】
がふえてくる。各種のアクセサリー数から、~玩用ベットの装飾品まできわめて多種
多様となろう。これらは季節性や旅行性fヲ 7 ション3の色彩をももち、大工場によ
る大量生産に適さず、中小工場や手作業による小量多種生産にたより、個人のアイ角
アに依存する面が多い。
大工場は今後逐次都外に移るであろうが、右のような中小工場は、都内に残り、各
-15-
種流通機構を通じて都民に売り出され、また流行用品といった形で全国に移出されよ
う。
④情報産業、教育産業
今後の東京の経済、文化が発展するにつれ、それが全国的な情報交換とアイディア、
政策創出の場となってゆくだろう。実際母こ生産を行う現場は都外から地方へ移るとし
ても、新聞、雑誌、テレピ等のマスコミ産業や広告宣伝、業界誌などの全国的な中心
になり、また要求される情報の高度化に対応するための教育産業｛大学、受験予備校、
塾、ティーチング・マシーン等々】は、今後むしろ東京のなかにその存在比重を大き
くし、それらの一環を担う形での中小企業（いわゆる在来の工場とは違った形をもち、
むしろ組織ともいうべき 3はその数を増すであろう。映画、演劇、美術等の道具類を
扱い、その素材を製作する中小企業もむしろふえるだろう。
ここでは特殊の技芸、知識がスペシャリストとして要求され、今後いっそう比重を
ます医療藁品産業f病院、医院をふくむ】の従事者、弁護士、税理士、不動産鑑定士
等とともに、全国にたいしても、その相対的、絶対的数をますであろう。それらの中
小事業所がふえることはあっても、減ることは考えられない。
⑤公害、災害、事故
1 9 7 0年に入り、都内に公害カ報発的にひろがり、さらに自動車事故も多く、ま
た大震災による被害も憂えられはじめている。公害がさらに一段とひどくなるとき、
その発生源となっている中小工場にたいしては、規制を強めざるをえない。技術的に
その解決がやさし〈、資金力もあればよいが、その余力なく、かつ規制力や市民の反
対運動が強ければ、それら中小工場は都内のと〈に過密地帯に従来の形のままでは存
在しえなくなる。再開発事業で周辺に被害を及ぼさぬ物設に新しく入るカヘ用意され
た中小企業団地へ入るか、都外に移転するかである。
また中小工場は公害の被害者でもありうる。今まで利用した洞川水が汚れたり、地
下水汲みあげ規制が強くなると、用水型工場はそれだけ行詰る。もっと大きな問題は、
従業員を公害のひどい中小工業地域では雇用しにくくなる開閉も出てくる。と〈にこ
れは生活水準、所得水準がある程度以上高〈なると、賃金を増しても解決できぬこと
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となる。
以上5要因をあげた。東京都に広〈存する中小工業カE、今後の日窓と東京の経済の
大きな変革に応じ、どのような方向をたどるか、それぞれ5要因のプラス、マイナス
の力の作用に大きく影響されてゆくであろう。そして内容と数量を集えつつ、今後も
東京都の経済、都市計画一一都政に大きな比重をもち続けるであろう。
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第 2章 都市の過密化と中小企業対応の方途
泉 三義
1. 工業化と都市化
工業化は都市化の最も大きな原因のひとつである。封建時代の都市形成は近代的な
工業化とは無関係であるから、都市化一般がなんらの前提なしにただちに工業化によ
ってもたらされるということはできない。しかし生産方法の近代化がすすんだ経済に
おいては、資本主義体制ならばもちろん、社会主義体制においてもあきらかに、工業
化が直接晶撃に都市化の最も有力な原因のひとつとなっている。
工場の立地条件を決定する要因のひとつに原料あるいは製品の輸送費用がある。原
料産地と製品消資地とが同一でないかぎり、原料運賃の節約と製品運賃の節約とのい
ずれがコスト軽減のうえで有利であるかが比較較量される。加工にあたってその重量
がいちじるしく減少するいわゆる滅量原料でないかぎり、原料運賃の節約はより重要
ではない。技術進歩によってエネルギー源や原料としての石油が比重を高めるにした
がハいっそうその問題の意義は小さくなる。のみならず、消費地には運賃以外のい
ろいろな立地の吸引力があるから、産業の消費市場指向性はきわめて強い。
わが国は石油をはじめ主要原料をほとんど輸入に保つがゆえに、大輸入港すなわち
大原料地ということになる。しかも狭長な国土のなかでは、港市自身あるいはそれに
近接している大都市が巨大な消費市場として工場吸引の大きな魅力をもっ。さらに都
市には購買力のほか、豊富な労働力がある。労働力はもちろんある程度工業化と無関
係にしたがって工業化以前にも存在しうるのであるが、ひとたび近代工業が離陸しよ ず
うというときには、既存の豊富な労働力の存在が不可失な役割を演ずるのであり、ま
たZ業イヒが進展するときにはさらに地方から都市に労働力が吸いよせられる。労働力 植
の集中はまた生産要素のほか有効需要の集中をもともなって工業化の促進を助けるので
あり、この循環運動は一定の限界に達するまで集積してゆく。
人口の都市集中はもちろん所得水準の上昇期待を唯一の動機とするものではなく、
まして第2次産業あるいは製造工業への就職のみを目ざすものでもなく、都市社会の
.(1) 
さまざまな物質的，非物質的魅力を求心力として促進されるのであるか、工業立地の観
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点からみれば、このように労働力が豊富かっ容易にえられるととは、労働指向性の強
い工業が多い点からしてやはり都市の有剰な軍事件たることを失わない．とれまで労働
集約的な工業、とりわけ中小工業は都市の求心力を利用して過剰な労働力を低賃金で
雇用するととができたのである。もっとも、労働力過剰という労働市場の構造的性格
は経済活動規模と労働力供給との相対関係で変作するものであるから、その性格が消
滅すれば大都市の利点は必ずしも維持されない。
生産・経営の人的要素を工場労働力からさらに技能者、技術者にひろげ、あるいは
各種専門家、経営者にまで拡大して考えるならば、それらの人材が大都市に集中して
(2) 
いることはいうまでもない。大都市といってもわが国でほとくに東京への集中がいち
(8) 
じるしいのである。政治的、文イ国9中央集権の核，L、能力発揮の場として東京が伽こ
隔絶した地位を占めているからであるが、それはまた経済的中心としての地位をも高
める。だからといってすべての生産場が東京周辺に集まるというととはむろんありえ
ないけれども、工業化のなかで成長拡大した大企業が管理中枢の機能をはたす本社を
東京におく傾向はますます強まるばかりである。工業化の結果として多数の大企業が
成長し、その本社が東京に集中するがゆえに、都市化もそれにともなっていよいよ進
行する。東京に〈らべれば政治行政の中核をもたない大阪その他の全国的大都市はか
なりのハンディキ守タプのあることは否定しえないけれども、なお情報収集、調査分
析、研究などの中心地として志社機能あるいは大支店機能を集めているし、地方都市
もそれぞれの地方工業化の中心として膨脹をつづけるものが少なくない。工業化にと
もなって東京がさらに本社機能を集中させるかどうか、都市化のみならず鰹務発展の
形態の問覇にとっても興味深い．交通・通信のますます急速な発展が東京のもつ中央
集権の剰益を増大させるか減少させるか、必ずしも一義的に予測しがたいのである。
第5次産業の発展｝人都市化と密接不可分のしかも工業化の間接の結果であるの運
輸、通信、産業、金融、保険、情報、広告、修理、デザイ yなど生産・経営活動に直
接役立ついわば生産的サーピス業の発展は当然工業化の進展に密着するものであるし、
所得水準の上昇や余暇の増加にともなう飲食、教養、娯楽、和焚その他さまざまない
わば消費的サーピス業の発展も工業化の集展の基礎のうえにたつものである。消費的
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サービス業の雇用増加は第 1次産業との関連もさることながら、第2次産業の雇用変
動と関連するところが深い。そして、第5次産業の人口や所得の増加が人聞の集中す
る都市に顕著にあらわれることはいうまでもない。第5次産業、とりわけ消費的サー
ビス業は多数の消貸人口が密集するとζろではじめて成立するものであり、多彩なサ
ーピス業の存在はまた人口の都市集中誘因のひとつともなるのである。
表 1 産業分類別就業者構成比 （~ 】
昭和 3 。年 昭和 4 。年
第l次 第2次一一一 第3次 卸．小サー ピ 第l次 第2次｛一一 第3次 卸．小サーピ
産業 産業 製造業 産業売業ス業 産業 産業 製造業 産業売産業ス業
全国 4 1.0 23.5 1 7.6 35.5 1 3.9 1 1.3 24.6 32.3 24.5 4 3.0 1 ao 1 3.2 
東京 3. 9 3Z 5 3 1.8 5&5 2 4.1 1 9.0 1. 5 4 1.5 33.6 5Z0 2 5.6 1 6.6 
大阪 ao 42.8 3Z8 49.2 2 2.6 13.5 五1 4Z8 4 0.2 4 9.2 2 3.5 12.6 
神奈川 1 5.9 31. 6 2 5.2 52.4 1 7.2 2 0.1 6.1 4 4.7 3 6.2 4 9.1 1 a4 1 4.7 
愛知 2 6.5 3Z7 3 3.0 35.9 1 5.8 1 0.6 13.6 4 5.2 3a9 4 1.2 1 &9 11.3 
鹿児島 ιZ7 a4 5.4 2 3.8 9.1 Z3 50.6 1 5.8 a9 3 3.5 1 2.7 11.3 
f資料】 経済企画庁調査局「地域経済要覧」。
表 1によれば、昭和30年から 10年のあいだに、 1人あたり県民個人所得のいち
ばん低い鹿児島県でさえ工業化がかなりすすみ、第1次産業の就業人口がいちじるし
く減って第2、第5次産業が大いに伸びている。すでに工業化率の高い東京、大阪、
神奈川、愛知の諸都府県はさらにその程度を高めているが、とくに神奈川、愛知のそ
れがめざましい。東京では第1次産業がほとんど影をとどめず、第5次産業の就業人
口が半ばをこえていることが注目さるべきである。
(1）伊藤普市『都市イヒ時代の開発政策』 1969年、第1章第2節向都性向の理論多鳳
(2) 柴田徳衛『現代都市論』 19 6 7年、 14 9貰参照。
(3）伊藤替市、坂本二郎『都市化時代の日本経済』昭和42年、 33～3 6頁。
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Z 都市過密化の中小企業への影響
製造工業において大工場や巨大工場を市街地のなかに見いだすことは稀であろう。
歴史的に古い事実として立地されるばあいを除き、地価の高い市街地に広大な地積を
占めることはコストのうえで引合わない土地利用法であり、工場は市街地を去って必
要ならば都市の周辺に立地するのが費用法則に合致する。だが大企業の頭脳である志
社や中僚的な経営機関が都市のなかにおかれる ζとはむしろ経営効率上当然な選択で
あり、生産場である工場の立地と同日に論ずることはできない。大工場の市中立地が
困難であるのにたいして、中小工場とくに零細工場の市街地に存在するものははなは
だ多い。それらの工場は規模に応じて相当の地績を要するのであるが、地価の割高に
もかかわらず、市場との距離、注文主あるいは親企業との連絡や接触、製品輸送、求
人、情報や通信上の利便など、いろいろな総合剰益が地価における不利益をつぐなっ
てあまりあるかぎり、それらは都市に集中する。従来、わが国では工場配置の統制を
含む都市計画がほとんど実施されず、自然的経済発展にまかせていたから、中小工業
の立地は企業の好むままに市街地のなかに多〈遺ばれてきたのである。
告別、売荷業や、不動産業や、その他各種のサーピス業は、顧客との近接を要件とする
業務の性質上当然詩痛地のなかに散在し、そして規蜘句には中小、零細企業の数が圧
倒的に多い。
いま昭和41年の総理府「事業所統計調査報告」によって5大都市の諸産業事業所
規模別分布をみればつぎのごとくである。農林水産業を除く諸産業の全国民営事業所
数は約42 3万あるが、その87. 2 ~は従業者 1 ～ 9 人の零細企業であり、しかもそ
の大部分は 1～4人規模であって実に 72. 9婚を占めている。東京都をはじめ大阪、
名古屋の2市も零細企業数の割合が全国よりやや低いとはいえ、それがひじ主うな高
率を占めているととは同じである。非農林水産業のうち、とこに表示した製造業その
他の産業は事業所数の最も多い方の部類であって、従業者30人来満の，h 零細企業
が圧倒的割合を占めている点は軌を→こしている。もっとも産業別にみれば、規模別
分布はいくらかちがう。製造業の事業所は東京都区部に全国の 14. 2 <Ii、大阪市に
5. 7 <Ii、名古屋甫に2:9婦も集中しているのであるカ1、いずれも 1～9人規模の割合
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表2 昭和41年従業者規模別事業所数f民営3
＼＼＼ 非農林水産業 製 造 業 卸完事業・小売業 不動産業 サーピス業合 ． 言十
会 国 '* '* 
% "' '* 
1～ 9人 ゑ68 8,4 5 9 8 7.2 47完184 71. 7 1,929,289 92.6 103,775 9 7.5 846,024 9 2.1 
1 0～2 9人 384,032 9. 1 126,697 19.0 1 24,33 6 6.0 1,9 9 2 1. 9 5 5,2 2 6 6.0 
計 4,2 2 7,8 5 5 1 0 0.日 667,994 100.0 2.083,259 100.0 106,471 100.0 918,837 100.0 
東京都区部
1～ 9人 3 6 2,0 8 5 81.2 63,584 66.8 177,132 86.6 27,61 0 9 6.8 7 1,0 9 7 8 7.9 
1 0～2 9人 58,580 1 3.1 21,7 4 3 22.8 2 1,0 7 6 1 0.3 663 2.3 7, 11 3 8.8 
IN－ 
計 4 4 5,8 7 0 1 0 0.0 9 5,1 6 5 1 0 0.0 2 0 4,5 2 0 1 0 0.0 28.536 100.0 80,868 100.0 
大阪市
1～ 9人 152,188 8 0.9 25,066 6 4.5 8 5,8 6 0 86.9 7, 171 9 6.4 27,303 89.5 
1 0～2 9人 2 4,5 9 3 1 3.1 9,16 5 23.6 9.6~9 9.8 191 2.6 2.4 1 4 7. 9 
計 188,220 1 00.0 38,861 1日0.0 98,801 1 00.0 7,439 100.0 30,523 1 00.0 
名古屋市
1～ 9人 85,727 82.8 13,20 7 68] 47,502 88. 1 3.039 9 5.5 17,499 89. 1 
1 0～2 9人 12.52 0 1 2.1 4,1 69 21.7 4,922 9. 1 92 2.9 1,6 0 1 8.2 
計 103,561 100.0 19,230 100.0 53,890 100.0 3. 1 8 2 1 0 0.0 19,633 100.0 
f資料3 総理府「事業所統計調査報告」
｛注3 針は金規模の合計
．岨固 ・．
、は製造業全体の 65~前後であるのにたいし、卸小売業、不動産業、サーピス業はそ
れぞれ80-、，90~ の高きを示している。つまり後者は製造業よりもいっそう零細性が強
いというわけである。とれら大都市の製造業では， 10～2 9人規模の小・零細企業が
比蜘怖い 20~台を示しているのである。とにか〈事業所数でみれば、企業ともい
えない生計的経営を含む小規模企業が狭い市域に集中しているのであり、製造業、商
業、不動産業、サーピス業4業種の30人未満の事業所数が非農林水産業事業所総数
中に占める割合は驚くほど高い。東京都区部87. 5 i、大阪市 aa7~、名古屋帯
aa9~にも上っているのである。
ところで都市化の現象は中小企業にいかなる影響をあたえるであろうか。都市化は
人口や所得や情報の集中によって、労働力の雇用や市場の拡張や経営被庫のうえから
企業の発展にたいしてプラスの効果をあたえる。けれども、それは無条件にあるいは
限界なしにではない，生活者にとって生活必要条件ないし環境の供給がいちじるしく
適正を欠く状態は「過密化Jと称すべきであるのと同様に、企業の存立や発展にとっ
ても「過密化Jの状想グ生じうる。人聞の生活環境と企業の活動環境とは同ーのもの
もあれば、ちがうものもある。人聞がいとたむ企業は生物としての人聞の存在を可能
ならしめる環境を必要とすると同時に、経済組織としての活動条件を必夢とすること
は当然であり、そしてそれが必ずしも人間生活の環境と同一であるとはかぎらない。
企業にとって｝久人閣の生活環境と共通でないものの方が直接にはむしろ重要である
う。
現在の京浜地方や阪神地方には都市化のプラスの効果だけでな〈、過密イヒの守イナ
ス効果もようや〈濃〈なりつつある。まず都市や都市周辺の土地価格が暴勝したこと
(1) 
は、事務所や工場の新設拡張をひじ zうに高価にしてしまった。人聞の健康を破壊す
る要因とちがって、 ζのような経済覗象は需要供給の相対的な関係であるから、企業
が費用計算のうえで引合うかぎりは工場、事務所の建設がつづき、地価は昂騰をやめ
ないであろう。事実、そのようにして地価は経済成長以上に勝貴してきたのである。
だがその相対関係も都市地域ではもはや転換の様相が濠〈、土地需要は高い地価の都
市近傍からより逮〈へ拡散を余儀なくされつつある。事務所、営業所のぼあいには仕
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事の性質上市中に存在することが必夢であったり、または高層唐無が可能であるため
に地価の昂騰を無視するか、あるいはせざるをえないけれども、工場穆設のばあいに
はコスト計算の要請がはるかにきびしい。
経済の急速な成長はあらゆる生産要素や経営組織の拡張を要求するのであるが、大
企業の巨大な工場は市街地のなかに存在することが稀であり、都市に近接しているば
あいにもその周辺に建設されているのがふつうであるから、拡張が必要なばあいには
物理的かつ経済的にその実現が比較的容易である。ところが中小企業はそれと反対に
工場が市中にあることが多いから、物理的にも経済的にも拡張の余裕はむしろないこ
とが多い。適当な空地があったとしても地価の昂勝がはなはだしいから、高度成長に
よって十分な収益がそれによるコスト高を吸収しえないかぎり、工場の拡張は困難で
ある。
もっとも大都市のうち東京都の区部では、昭和38年対41年の比較で 1～4人の
零細工場が他の大都市とちがって平均以上に増加しているのであるが、これはおそら
く高度成長が下請工場などの多発を促しているのであるう。零細規模ならば工場への
転換も、狭い地債の土地購入も容易であるし、しかも成長経済がいちおうその採算性
を保障してきたのであるう。零細でなく 30人以上の中小企業になると東京都区部で
も、もはやこのような増加はみられない。
商業、とくに近隣の顧客を引きつけなければならない小売商業には工業とちがう反
応が期待される。新設は市街地でなければならず、スーパーマークットなどの大型商
店は別として敷地はそれほどの大きさを必要としないから、土地価格が高くてもその
点からの制約は比較的強くないかもしれない。製造業との相似を求めるならば、零細
工場の事情がそれに似ているであろう。それにしても既設商店の同じ場所における店
舗の拡張はしばしば困難である。
都市イtは生産要素としての労働のうえにも影響をあたえる。若年労働力問＝足傾向
は昭和30年代の半ば頃から感知されはじめたのであるが、これはもちろん高い成長
率の結果であって、高度成長にともなう都市イtそのものの所産ではない。しかしこの
不足が若年層の賃金、とりわけ初任給の急騰をもたらし、企業のうちでほと〈に中小
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、企業に大きな負担を課するようになっただけでな〈、都甫の過密化がそれに章者をかけ
ることになった。住宅がない、あるいは住宅があっても住居費が高〈、また騒音、汚
染された空気交通難、地方にくらべて割高な生計費などの経済的、肉体的、精神的
生活環境は悪化する一方であり、これまで労働力のえやすかった都市の利点を大きく
殺ぐ作用をする。それらは直接関掛こ賃金引上げの力を加速するのであるが、この修
響はまた労働市場で大企業よりもはるかに弱いたちばにたつ中小企業により強くのし
かかる。若い労働者とともに技能労働者の不足率が高いのは、それが中小企業だから
(2) 
である。
賃金コストの上昇は、需要超過の市場であるかぎり価格に転嫁してその負担を回避
するとともできるけれども、はじめから労働者を履えないというのでは企業の生死に
かかわる。いわゆる「省力化」をやったところで労働力を零にはできない小規模の企
業には、とくに労働力取得難の脅威は大きい。
資本供給の量や質についてはべつに都市過密化の悪影響はないかもしれない。しか
し資金需要については、土地購入や賃金支払のためにより多くの資本支出や運転資金
が必要になるであろう。このような負担もまた中小企業には相対的にきびしく感じら
れるかもしれない。
最後に、都市過密化の直接的なマイナス効果で最大のものは公害であろう。人聞
の健康や生命に危険をおよぽす公害には企業者を被害者とするものもあるが、問題は
むしろ企業者を加害者とする公害の多いととである。そしてそれらの加害者には大企
業、中小企業の別はない。しかし公筈を予防あるいは排除する費用の負担というとと
になると、規模の経済性に欠けている中小企業は絶対的にはもちろん、ことによれば
(3) 
相対的にも負担力が小さいであろう。といって、それは公害方除施設怠廃の免罪符と
なるものではない。工場がどこに位置しようと公害を起していいわけではないが、人
口の密集する都市に多い中小企業にとってとくに公害の防除は深刻な問題である。
さきにも一言したように都市イヒはマイナスの効果ばかりをもたら’すものではない。
また、すべての産業に不刺益をあたえるわけではない。人口や所得の集中は一般に流
通関係の産業やサーピス業、なかんずく消費的←ピス業にとって有利なはずであ必
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ひとしく人口集中によって利益をうけるといっても、流通産業とサーピス業とでは利
益のうけ方や度合がちがう。
物財の所有移転を媒介する商業が、人間の用役を提供するサーピス業と、顧客も業
態もちがったところで少しも不思議はない。不動産取引の斡旋をおこなう不動産業など I
の伸び率にはものすごいものがある。いま、最も大規模な都市化の典型として東京都
区部の事業所や従業者の数量的伸び率を産業別に検討してみよう。
表5 東京都区部．産業別事業所総数および従業者数増加の趨勢f民営3
事業所総数 従業者数 （ 4 1年／ 32年】 （~ 】
(41毎／33年）
1 0～ 3 0～ 1 0 0～ 3 0 0人
（係）
M 数 4~8 年 9 人 2 9人 9 9人 2 9 9人 Pl 上
全 産 業 1 26.2 156.4 107.3 1 25.6 1 4 1.1 16as 19 6.1 2 0 6.7 ( 4,5 0 5】(46,583】
鉱 業 65.0 1 11.8 1 23.3 5 7.7 52.6 1 o a7 11 5.6 159.0 ( 1】( 8 9) 
建 設、業 1 54.8 232.5 1 11. 3 1 53.4 216.8 2 8 1.8 3 04.2 2 7 Q.9 ( 2 21) ( 3,329) 
製 造 業 12ao 13 5.2 9 9.8 1 3 0.3 11 a7 12 3.2 1 42.8 1 72.9 ( 9 5 7) (16,416】
卸売業・小売業 11 4.0 1 55.1 1 0 9.5 1 1 7.6 14 6.0 2 40.7 3 1 6.6 2 7 7.5 (2,0 6 0】(14,46 9〕
金融・保険業 12 7.7 18 6.4 11 5.6 9 ao 1 53.3 190.3 1 9 0.1 222.5 （ 5 7) ( 2.4 1 3】
不動産業 3 81. 9 330.2 12 a7 32 5.2 3 41.2 5 1 1.1 4 6 3.0 1 61. 9 ( 29 5) ( 756】
運輸通信業 179.4 1 8 7.1 1 0 6.3 145.1 1 71. 9 1622 20虫221虫2( 89】( 2,8 0 5) 
電気・ガス・水道業 100.5 1 24.6 11 0.1 6a9 129. 3 1 4 3.4 6 2.2 140.0 ( 2) ( 1 8 6) 
サーピス業 1 1 7.8 165.6 11 7. 7 122.6 1 64.9 214.4 2 84.0 2 5 5.8 ( 8 21) ( 6,009】
f資料1 総理府「事業所統計調査報告J
f注】 事業所帯昔、数欄および従業者総数欄の括弧内は昭和41年の実数、単位
1 0 0および 10 0人。
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’ 
、上の表によれば、もともとウエイトの軽い鉱業は別として、昭和32年から 41年
までの 9年間に非農林業はいずれも大きく伸びている。しかしそれらの伸ひ軍には少
なからざる差があって、概して第5次産業の伸びが大きい。事業所教は規模別の増加
率がちがうために必ずしも従業者数の増加場勢と一致しないが、それでも両者のうご
きが全く相反するということはない。いま産業からの所得に扶養されている者という
意味で従業者数を基準としてみれば、昭和41年に 32年の五5僚に伸びている不動
産業を頂点として建設業の2.3僚がこれにつぎ、以下2倍未満の倍率で運輸通信業、
金融・保険業、サービス業、卸売・小売業、製造業、電気・ガス・水道業、鉱業の順
につづいている。第2次産業のうち飛びぬけて高いのは欝設業だけであり、いちばん
従業者数の多い製造業も 1.4倍弱震度で伸び率はむしろ下位に属する。これにくらべ
れば第5次産業は、なかでいちばん従業者数が多く、伸び率が低い卸・小売業でも
1. 6倍弱に膨脹し、他は 1.7倍弱から 1.9倍に近い高成長を示している。このような
産業別成長率のちがいはやはり都市化の影響を明示するものといってよい。土木・建
築の断刊住宅・土地需要の旺軍基は建設業や不動産業の鍍生を促し、激増する貨客輸
送の必要や人口・営業活動の集中は運輸通信業や金融・保険業の急増をもたらし、さ
らにサーピス業の繁栄を将来する。産業従業者数の倍率が高いからといって必ずしも
その産業の収益性や生産性が高いとはいえないけれども、少なくとも急速に増加する
従業者を吸収扶養する能力のあるζとは証明されるのである。
従業者数の増加は各事業所規模一律におこなわれたわけではない。産業の種類によ
って企業規模の重心は異なるけれども、概して 1～9人の零細企業は成長率が低〈、
鉱業、電気・ガス・水道業のごときはマイナスになっている。ウエイトの欝少なとれ
らの産業は別としても、このクラスの企業はどの産業をとってもそれぞれの総数、す
なわち平均の成長率よりはるかに劣る。ただ不動産業は規模の小さいものがと〈ぺつ
多いだけにこの零細クラスもその成長率は総数にきして劣らず、むしろ 30 0人以上
の大企業の成長率が総数よりいちじるしく低い。 10～2 9人規模になると T～9人
の零細クラスより概して成長率が高〈、 30～9 9人の中小規模ではだいたいそれよ
りもっと高い。 10 0～2 ~ 9人の中規模はいっそう高くなるものもあるが、 30 0 
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人以上になると逆に中小企業より低い産業もでてくる。ウエイトの最大な製造業では、
1 0～2 9人の零細・小企業クラスの伸びがいちばん低く、小中から大にいたるにし
たがって伸びが大きくなっており、多くの第5次産業が曲折に富むのとは箸干趣きが
ちがう。 1～9人の零細企業が比較的よく伸び、中聞をおいて 10 0人以上、とくに
3 0 0人以上の規模がめざましく成長しており、都市化のマイナスの効果よりはその
プラスの効果あるいは重化学工業を中心とした高度成長の利益をより多〈反映してい
ると思われる。
割合最近に近い昭和 38年と 41年の比較で従業者総数をみれば、第5次産業の伸
びは総体的にまだまだ大きく、サーピス業などの増勢はむしろ今後にあることを示唆
しているが、これにたいして製造業はすでに停滞している。もっとも製造業の出荷額
はかなり高率の成長をつづけているから、その従業者数の停滞は産業構成の変化や省
力設備の進捗によるものと思われる。
産業をさ臼こ中分類にまで降りてみれば、昭和32年からの 9年間にどのような変
化がみられるか。昭和41年の従業者数 1万人剰簡の産業を除いてつぎにこれを表示
する。
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表 4 東京都区部・産業中分類別事業所および従業者の増加唱優勢f民営】
事 業 所 総 数 従 業 者 総 数
( 4 1年／ 32年比） ( % ) ( 4 1年／ 32年比】「%）
全 産 業 126.2(4,505】 156.4(46,583】
鉱 業 6 5. 0 ( 1 ) 1 1 1.8「 8 9 ) 
建 設 業 1 5 4.8 ( 2 2 1〕 ， 232.5( 3,329) 
設 備 工 事 業 171.8( 5 8) 2 4 a 4 ( 9 9 4) 
総、 合 工 事 業 173.3( 6 9 ) 2 2 z 6 ( 1, 5 9 8 ) 
職 別 工 事 業 136.1( 9 5】 2 2 3.7〔 7 3 7】
製 造 業 1 2 a o c 9 5 7) 135.2(16,416) 
金 属 製 品 170.5( 1 6 1 ) 1 6 2. 1 ( 1, 8 1 4】
電 気 機 械 器具 142.2( 5 7 ) 153.3( 1, 8 5 5 ) 
出 版 ． 日］ 席リ 1 s a 6 ( 1 1 5 ) 153.1( 2. 0 1 8】
機 械 156.2( 8 0】 150.4( 1, 6 2 7 ) 
ゴ ム 製 品 175.2( 1 1〕 149.4( 2 4 1 ) 
イヒ ~地－ 工 業 9 6.2 ( 1 8 ) 1 4 2. 9 ( 1, 0 6 2 ) 
皮 革・同 製 品 1 3 0.1 ( 5 0】 1 3 5.5 ( 4 2 9】
衣服・その他の繊維製品 1 G 7.9 ( 6 7】 1 3 5. 0 ( 7 1 2 ) 
そ の 他 123.1( 1 0 9 ) 1 3 2. 1 ( 1, 2 4 1】
食 料 品 7 9.2 ( 4 6 ) 1 2 a 6 ( 1, 0 1 8 ) 
糟 密 機 械 器具 125.0( 3 6 ) 1 2 4. 9 ( 7 9 9】
非 鉄 金 属 1 2 z 2 ( 1 2】 122.6( 3 4 9〕
パルプ・紙・紙加工品 126.4( 3 8) 121.9( 5 5 1 ) 
窯業 ． 土石製品 105.7( 1 8 ) 1 1 a o ( 3 9 3) 
木 材・木 製 品 9 6.5 ( 2 7】 116.8( 2 6 0 ) 
家 具・装 備 品 106.7( 4 4) 1 1 4.1 ( 3 7 3 ) 
鉄 銅 業 111.2( 9 ) 1 1 2.8 ( 4 4 0) 
輸送用機械器具 9 9.2 ( 2 4) 106.5( 7 3 6】
事畿 維 工 業 113.7( 3 4 ) 9 1.7 ( 4 2 3 ) 
卸売業 ． 小売業 114.0(2,060】 155.1(14,469) 
各種商品小売業 322.4( 2】 1 8虫O( 5 3 1) 
毎日 売 業 1 2 2. 2 ( 4 7 4) 177.6( 6.669) 
lM唱
飲 食 店 1 4 5. 9 ( 4 4 8) 1 6 7.9 ( 2. 7 2 1 ) 
家具・要望具・什器小売業 109.4( 1 2 2 ) 156.8( 5 1 9 ) 
織物・衣服・身回品小売業 1 0史7( 2 0 5】 133.4( 9 0 6】
その他の小売業 103.6( 2 6 5 ) 1 2 4. 5 ( 1, 0 3 3 ) 
飲食料品小売業 9 9.1 ( 5 2 4) 117.1( 2. 0 3 2 ) 
金 融・保 険 業 127.7( 5 7 ) 186.4( 2, 4 1 3 ) 
保 険 業 201.7( 1 2 ) 231.3( 8 5 9 ) 
証券業・商品取引業 1 5 4. 0 ( 5) 2 0 2.2 ( 2 7 7) 
銀 行・信 託 業 1 4 a 3 c 9 ) 1 7 2.6 ( 7 9 5) 
中小商工・庶民等金融業 100.7( 2 6 ) 151.1( 4 2 7 ) 
不 動 産 業 381.9( 2 9 5】 330.2( 7 5 6 ) 
運 輸 通 信 業 179.4( 8 9】 1 8 7.1 ( 2, 8 0 5 ) 
倉 庫 業 253.8( 1 4 ) 251.2( 1 9 5 ) 
民 '.i、A－ 営 鉄 道業 1 a a 2 c 4 ) 210.3( 1 8・9】
通 信 業 131.8( 1】 205.2( 1 5 2 ) 
道路貨物運送業 132.8( 3 4 ) 200.2( 8 0 4】
運輸付帯サーピス業 1 7 a 1 c 1 4 ) 1 93.5( 4 6 8】
道路旅客運送業 380.5( 1 8 ) 183.8( 7 5 9】
水 運 業 130.9( 4) 140.3( 1 7 0 ) 
電気・ガス・水道業 100.5( 2 ) 1 2 4.6 ( 1 8 6 ) 
電 気 業 g 8. 8ぞー ♂ 2 ) 117.4( 1 t 0 ) 
す1 ー ピ ス 業 1 1 z 8 ( 8 2 .1) 1 6 5. 6 ( 6, 0 0 9】
その他のサーピス業 2 3 7.6 ( 4】 9 7 9.1 ( 1 3 3 ) 
その他の専門サーピス業 149.8( 8 2】 2 3 7.7 ( 4 7 8】
対事業所サーピス業 171.9( 4 8】 234.2( 6 5 9 ) 
自動車修理業・ガレージ業 2 4 3.3 ( 4 1 ) 2 1 a 1 c 3 0 2 ) 
教 育 12 6.0 ( 2 0 ) 205.4( 8 0 2) 
非 営 来日 的 団体 1 3 2. 1 ( 2 5 ) 1 9 2. 4 ( 3 9 8 ) 
医 療 保 健 業 105.8( 1 3 1】 161.7( 7 8 0) 
旅館・貸間・下宿業等 1 0虫2( 4 9】 1 4 7.1 ( 3 2 5 ) 
対個人サービス業 1 1 a 7 ( 3 0 2】 133.4( 1, 3 1 4 ) 
その他の修理業 6虫0( 2 2】 1 2 5.9 ( 1 1 1〕
娯 楽 業 8 0.5 ( 4 6 ) 121.4( 3 7 5) 
映 薗 業 9 5.9 ( 6】 1 o a. H 1 8 2 ) 
（資料3 総理府「事業所統計調査報告」
f注1 事業所および従業者各総撤欄の括弧内は昭和41年の実数、単位は 10 0および 10 0人。
従業者を基準とした製造業の伸び率はたしかに諸産業のうち低い方であるが、その
なかに含まれた産業の成長率がすべて低いわけではない。前の表はその高い願に整理
したものである。これによれば金属製品、電気機械器具、出版印属i人産業機械などは
他類の産業にくらべて必ずしも低率ではない。しかも製造業は一般に第5次産業など
とちがって労働の機械設備への代替がおこなわれやすい産業であるから、その産出高
の伸び率はおそらく従業者数の伸び率以上であろう。製造業全体としては重化学工業
の伸びが大きく、軽工業のそれが小さいといえるけれども、東京の製造品には最終消
(5) 
費財とともに部品が多く、それも耐久消費財の部品が多〈を占めており、出版印刷業
の生産する知的消費財などを含めて、大都市の消費人口膨脹に支えられる成長の姿が
如実に看取される。
生産や流通活動を補助する金融、保険、運輸通信の諸産業が主動産業の発展、した
がってそれにともなう人間や貨物のうどきの増大に退陣して成長するのは当然で必り、
ときには補助産業の発展が逆に主動産業の成長を刺激するとともないではない。金融
諸産業の高率な成長にはこのような両面の事実が含まれているのである。だが、建設
諸産業にも匹敵する倉庫、鉄道、通信、道路運送、運輸付帯サーピス業などの高率の
伸びは、むしろζの方面の投資不足を証明するものといってよい。まさにそれは、都
市化の速度に追いつけない社会資;fl:の不足を象徴するものでもある．ただし、生命保
険業のいちじるしい伸ぴは別である。
製造業よりも省力化の困難な商業において、都市化とともにいっそう従業者数の増
加が大きいのは不思議でない。ところがその増加率は、金融、保険や運輸通信の諾産
業ほどには大きくないので易る。流通櫛Eへの需要が産業活動補助機能への需要より
も増勢が小きかったというほかないのであるが、それはこれまでの高度成長経済にお
ける需要構造の姿を示すものであるう．生産者と消聖者あるいは使用考の中聞にたっ
て比較的弾力的な流通マージンへの介入が容易であった商業企業の重量入可能性が低下
したととを反映しているものと恩われる。商業についてもう一つ注意すべきは、事業
所数の伸び率が従業者数のそれより一段と小さいことであって、大デパートを含む各
種商品小売業を例外とすれば、各業種いずれも平均企業規模がいくらか大きくなった
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ととを示す。これはあえて商業に限らすそ、ほとんどの産業にみられる現象である杭
商業にはことに流通機能の合理化とこれを強く要請する切実な都市の消費者物価問題
がからんでいるのである。
技術革新の進展や重化学工業イじ所得水準．の上昇にともなう大量消費の増大などに
よって、全国的に卸売業の活動の場がひろがり、またその規模も大型化する傾向があ
る。そして昭和30年代半ばからその販売額の伸び率は小売業のそれを上回る勢いで
あり、東京においてもそうである。元来、卸売業は生産者や販売先と交通通信の便宜
があり、金融機関に近く、市況その他の情報をえやすい地点にあることが必要である
から、一般に大都市集中がいちじるしく、東京都区部および大阪市に全国年間卸売販
売額の5c %以上が集中しており、しかも東京が30 ＂＇以上に上っている。東京の圧
倒的優位低、大阪と同様人口・産業の集中の寄与が重要であるとはいえ、さらに取扱
商品の比重が重化学工業製品に偏しているうえに、情報管理機能の集積が抜群である
(6) 
ことによると恩われる。人口・産業の移動などによって都市地域内の卸売業の変イtや
移動もみられるのであるが、最近は都心部に交通渋滞にもとづく過密イl:O)マイナス効
(7) 
果が強く指摘されはじめている。
卸売業より従業者数の伸び率が高いのは各種商品小売業であり、とくに事業所教D
増加が比較を絶している。これを除けば他の小売業はいずれも卸売業の伸び率に及ば
ない。しかし伸び率そのものは製造業の上位産業にまさるものがあり、飲食店、家具・
建具・什器小売業のごときは都市イtの影響や、所得水準の上昇や、生活様式の変化を
ものがたる高成長ぶりを示している。この種の小売業を除けば、多数の従業者を擁す
る他の小売業の伸びは概して低調といわなければならない。これは東京の過密化や、
何よりも土地価格の暴騰によるドーナツ化現象に由来するところが大きいのであり、
人口とともに購買力が機浜市その他の東海道沿線都市や東烹都区部の周辺都市にかな
(8) 
り拡散しているのである。
全体として商業よりも成長率がやや高いサーピス業のなかでとくにそれが高b泊は、
雑多なサーピス業、法務などを除いた専門サーピス業、対事業所サービス美、自動車
修理業、ガレージ業、教育等であり、対個人サービス業、娯楽業などはまだ低い。わ
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が医1の最近における産業構造と需要構造との変化がとれらサーピス産業の伸び率の差
にもあらわれていると考えられるが、自他人間の所作そのものを需要対象とするたと
えば娯楽業、趣味産業などの発展はなお将来に期せられるものであろう。停滞という
べき映画業の伸び率はもちろんテレピの侵蝕によるものであり、技術進歩にもとずく
．この種の産業変動はなお避けられないとしても、余暇や人間の精神猷入文化的活動欲
をみたすべきサーピス産業が全体として現在の程度にとどまるものとはとうてい思わ
れない。
ところで、大都市の主要産業では中小企業がどのように伸びているか。さきにあげ
た東京都区部で従業者数の最も多い製造業、商業、サーピス業の中分類別業種につい
て、中小企業の伸びE撃を規模別に観察してみよう。
? ?? ?
表5 東京都区部・中分類別産業・中小企業従業者の増加趨勢f民営3
4 1年／32年比 ( 'Ii】
従業者総数｜ 1～2 9人
製 造業 I135.2 o削lのI1 2 u ca.211> 
金属製品I162.l < lBH) I 157.7 (l02η 
電気機械器具I1513( L8問 I136.9 < uの
出版・印刷I1511 < z.o1めI150.2( 809) 
機械I15U ( L8%T) I Hl2 ( 57め
ゴム製品I149.4 < 24 0 I 174.5 < 1η 
化学工業I142.9( L06のIs.a < 12め
皮革・同製品I135.5( (29) I 125.l( 265) 
衣服・その他の棋維製品 I135.o < 11のIlll6 < us) 
その他I132.1 < l241) I 125.4 < 664) 
食料品1128.6 < L018) I 1s.1 < 311) 
精密機械器具I124.9 < 799) I 114.2 < 255) 
非鉄金属I1 2 2.6< 3 4 9)I 1s.9 ＜問
パルプ・紙・紙加工品 I12L9.( 551) I 124.4( 256) 
窯業・土石製品I1初（ 39のI102.4 < 112) 
木材・木製品 1116.s( 260) I 91.0 < 137) 
家具・装備品i114.l( 37のI104.2 < zu> 
鉄鋼業I112.8 < uの1107.6( 6の
輸送用機械器具 1106.5< 736) I s 15( 156) 
繊維工業I9 L7( 42のl104.2( 2%4) 
卸売業・小売業 I 155.1(14,469) I 12臼（乱，360)
各種商品小売業 1189.0{ 531)1414.7( 9) 
卸売業I17.6 ＜紛69)I 127.3 ca.232) 
飲食店I167.9 < z.120 I 152.3α111) 
家具・建具・什器小売業I15&.s < 51のI1H3 ( 4 4の
織物・衣服・身回品小売業I1314 < 仰の i115.5(738) 
3 0～9 9人 Iloo～2 9 9人
、 ． ， ， 、
?， 、 ? ， ，
? ?
? ? ? ? ? ?
???
，
???
?
（（
?????
??
?，??
???。，
? ?
???????）））? ??
???
??
?
?
?
?
??
（｛
． ，
?
?
?
??
?
??
???
，
． ．
?
? ?
1412 ( 484) 
1315 ( 411) 
118.3 ( 52) 
102.6( 181) 
176.0 ( 100) 
156.4 ( 165) 
127.4 ( 29η 
124.7 ( 220) 
112.4 ( 172) 
109.0 { 77) 
12 2.7 ( 1Z4) 
100.2 ( 132) 
145.l ( 64) 
107.3 ( 82) 
98.1( 81) 
82.4 ( 14の
97.6 ( 106) 
24o.7 (2,36の
? ( 20) 
24 0.7 (l6 59) 
218.4(34η 
4 04.5 ( 56) 
346.4 ( 84) 
その他の小売業 j124.5( l033) I 118.l( 922) I 182.8( 72) 
飲食料品小売業 1111.1（別問 IllLO (1,8 52) I 274.7 ( 118) 
サーピス業 I 165.6 ＜削09)I 1317 (3.431) I 21u (1043) 
その他のサービス業 I979.1 < 133) I 26.1 < 22> I 675.o < 3の
その他の専門サービス業 I23r.1 < us> I 2ou < 34の 1356.7( 81) 
187.9 ( 2 8~ 
139.5 ( 259) 
1481 ( 64) 
148.7 ( 257) 
164.3 ( 31) 
? ( 83) 
122.7(161) 
1416 ( 19 5) 
137.3( 109) 
136.l ( 7の
150.7 ( 81) 
l 5L2 ( 8η 
156.9( 49) 
? ( 34) 
1012 ( 76) 
85.9(121) 
85.9( 61) 
316.6 (l3 52) 
15o.4 ( 31) 
322.l ( 966) 
309.8 ( 203) 
338.7 ( 12) 
417.7 ( 64) 
194.0 ( 19) 
438.4( 54) 
28.4.0 ( 7 53) 
? ( 38) 
495.2( 52) 
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従業者総数 1～z 9人 3 0～9 9人 100～2 9 9人
対事業所サーピス業 234.2 ( 659) 1919 ( 298) 251.3( 150) 423.5 ( 116) 
自動車修理業・ガレージ業 21&1 ( 30 2) 210.5 ( 210) 2 3.7 ( 64) 16日（ 19) 
教 育 205.4 ( 802) 128.2 (HS) 206.6 ( 266) H0.9 ( 156) 
非営利的 団体 192.4 ( 398) 148.4 ( 160) 1516 ( 93) 429.8( 82) 
医 療 保 健 業 16L7 ( 780) 1315 ( u 1) 193.9 ( 118) 172.1 ( 116) 
旅館・貸間・下宿業等 IHI ( 325) I07.8 ( I84) I33.0 ( 20) 204.2( 31) 
対個人サーピス業 I 3.4 (L3 H) 12 8.4 (L2 0 3) 226.5 ( 72) 142.8 ( 23) 
その他の修理業 I25.9 ( 111) 81.9( 71) ? ( 21) '78.4 ( I9) 
娯 楽 業 12U ( 375) 90.3 ( 209) 2 2 6.0( 7の 36LO ( 59) 
映 画 業 108.3( 182) 7.2 ( 57) 107.3( 32) ? ( 33) 
（資料1 総理府「事業所統計調査報告」
（注3 各欄の括弧内は昭和41年の従業者数、単位は 10 0人。
製造業においては伸び率の大きい産業も低い産業も概して 1～29人の零細・小企
業の伸び星空が従業者総数すなわち平均のそれを下回り、 30～9 9人の小企業ではさ
らにそれを下回っているのであるが、 10 0～2 9 9人の中企業になるとおおむね総
数の率を上回り、とくに伸び率の低い産業にそれのめだつものがある。個別にみれば
もちろん各産業の屈折は一律でなく、たとえば伸び率の大きい電気機械器具や一般産
業機械の中小企業は総じて成長率が小さい。商業やサーピス業においては、零細・小
企業の伸び率が低い傾向はいっそうはっきりしており、 1～29人クラスはほとんど
例外なく総数の伸び率より低い。しかしこれらの産業はその性質上全般的に製造業よ
り従業者規模が小さいのが普通であるから、 50人となれば中規模あるいはそれ以上
の規準としてよく、上の表においてはかなり大きい企業を含む30～9 9人クラスの
伸び率が総数のそれより急に高〈、 10 0～2 9 9人の大規模クラスではさらに飛躍
している業種の方が多い。
(1）地価の昂騰はまた工業イtによるところが大きい。柴田『現代都甫論』 21 6頁参
照。
(2）商工組合中央金庫『省力投資事例集』昭和45年、 4頁参照。
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(3）都留重人編『現代資志主義と公害』昭和43年、 1 8 8頁参照。
(4）柴田『現代都市論』 1-5 2頁以降参照。
(5）板倉勝高・井出策夫・竹内湾彦『東京の地場産業』昭和45年、 4～7頁。
(6）中小企業庁繍『昭和44年版・中小企業白書』昭和35年、 18 4頁。
(7) 前掲『中小企業白書』 19 0頁。
(8) 前掲『中小企業白書』 19 2頁。
3. 都市過密化にたいする中小企業の対応の方途
産業の発展や衰退はいろいろな要因の結合によるものであるから、都市の過密化と
いう現象を抽出弧立イヒして産業変動との因果関係を一義的に判定することはむずかし
い。しかも都市化は歴史的、総合的な社会現象であるから、どのような形態でどの程
度まですすむものか必ずしもあきらかでない。そこで、現在の知識状態で近づきうる
かぎりにおいて、中小企業が都市防邑密化に対応する姿勢を考えてみたい。
きわめて一般的にいえば、中小企業の存立する経済基盤あるいは環境はかれらにと
って不利になっていると称してさしっかえない。経済規模したがって需要の挺むたは、
方ートメーシ冒ンや量産技術の進歩や運輸通信機構の発達などと相倹って、規模の経
済性のはたらく領域を拡張し、中小企業の存立分野をおびやかしていることはたしか
である。だがそれだからといって、中小企業の将来性をただちに否定することはまた
あまりに早計にすぎるであろう。中小企業でなくては成立しえない産業や、中小企業
の方がむしろ生産性が高い、規模の経済性のみとめられない産業や、大企業と補完的
共存が必要な産業が存在するのである。ところでここでの問題は、このような中小企
業の可能性一殺を論ずることではなくて、都市の過密化という社会的変動のなかで中
小企業にどのような対応の仕方があるかどうかということである。
都市地域にある物財生産業にとって、わが国都甫イヒの進行が概して不利であるζと
はすでに述べた。そして地価の暴勝や、労働力なかんずく技能者の取得難などが、中
小工業にはことに強くひぴくことがみとめられた。そしてもしそれらが公害発生源で
あるばあいには、その防除のために資本力に堪えない費用の負担を強いられるか、あ
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るいは工場移転を余儀な〈されよう。道路過密化による焚通渋滞もまたけっして軽視
(1) 
していい問題ではない。原材料や製品の搬出入に影響するのである。これらの悪条件
をできるだけ多〈解消するためには、事情の許すかぎり中小企業同士の公害共同防除
(2) 
格設を実施するか、集団移転をするか、あるいは協業化をはかったりすることが有効
な方法のひとつとなるのである。労働力については、高賃金の支払いに堪えるように
設備投資をおとなって労働生産性を上げるのはもちろん、地域内の中高年層やパート
タイマーなどを組織のなかにうま〈組込み、労働者の定着性を高めるような工夫を凝
らすことが肝心であるう。労働力の相対的不足時代にはいれば、大都市の中小企業は
労働市場において大企業との競争のほかに、生活環境のまさる地方との競争にも直面
しなければならぬのである。
どの産業についても同じことであるが、都市に存在することが有利である産業に活
動の場を選ぶことが、まず企業にとって発展の可能性を保障する道のひとつである。
製造業においては、他の条件をひとしと仮定するかぎり、需要についての情報が重要
でその動向や変化にたいする速やかな適応が必要な消費財とか｛たとえば衣服、出版入
趣味、噌好の多様な消費財とか（たとえば家具、身回品λ 輸送コストの割高や腐敗
性などのために需要が地域的である消費財とか（たとえば木製家具、パン、生菓子】、
とくに独創的なアイデアを尊ぶ消費財とか｛たとえば玩具】、中小企業の発展しうる
分野はけっして少なしとしない。また都市あるいはその近傍の大工場から部品や加工
の注文をうける生産財の領域もきわめて重要なものであり、したがってそれに応じう
るすぐれた技術水準が必要となる。
わが国の商業はほとんどが中小企業であるが、とくに小売業に小規模の多いのは、
産業構造のうえで生計的な経営の参入が多いうえに、消費者の日用品にたいする購買
慣習に起因するところが大きい。すなわち少量づっ買うために購売頻度が高〈、商店
(3) 
への距離、購買慣が小さいのである。たが戦後の経済成長や、都市イヒの進展や、交通
通信の発達は、流通業界にもそれに照応する企業単位の大裂イヒやおくれた流通機構の
合理化を強〈促すにいたった。
流通量の拡大によって商品取扱量がより多く伸びたのは大規模卸売業であり、大都
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市や人白書普矯地域でめざましく伸びた小売業はスーパー店、月賦店、専門店のごとき
大型企業である。百貨店の伸びもまた比較的大きい。これらは生産と消費聞のマージ
ンの強い縮減要求、耐久消費財購入費の平均分散化、消費の多様化、高級化などを反
映していると思われるが、この線に沿ョた流通革命や機構の変化は今後にいっそうそ
の展開を期待しなければならない。ととにいちばん合理化のおくれている生鮮食料品
の流通機構については、当面きびしい問題となっている物価騰貴の抑制という観点か
らもその急速かっ根本自錨草の必要が大きい。都市の消費者にとってとくにこの問題
は痛切であって、その解決には民間当事者の協力よりも、むしろ政策当局の賢明な強
い矧ヲ力が要請されるのである。多数の従業者を擁する飲食料品小売業の伸び率が最
低を示すさきの表は示唆的であり、注目すべき点である。
中小企業でもその効率化や創意開発の努力いかんでは従前に劣らぬ可能性がひらけ
ザー.（4)ているとの前提で環境変化に適応し、未来L挑戦してゆくへきた、という議論は一般
論としてもちろん肯定されるけれども、その前になかんずく卸商業の痛感する都市過
密化による交通渋滞や施設拡張の困難、総じて商店の求人難、流通機構全体の再編成
(5) 
など、さしあたり対処すべき複雑困難な問痛はすこぶる多b、。だがこの小論ではこれ
J:)._上たちいらないことにする。
物財生産の産業生産性が飛掘し、所得水準が上昇するにつれて、サーピス産業の将
来はますますひらけていくにちがいない。対事業所サービス撲や修理業、法律、技術、
各種コyサJリント、デザイン等の専門サーピス業は他の産業や社会生活の複雑化とと
もにおのずから随伴的に拡猿されるであろうが、純粋にサービスそのものを消費対象
にする需要弾力性の高い産業がこれから需要をより大きく集めることになるであろう。
すでに飛閥的な成長を現実的に見越されている情報・知識産業のなかには多分にそのよ
うな性質のものがあるし、運動や趣味や教養などに関連するサーピス業は余暇の増大
とともにますます重要性を増すにちがいない。その車伊勢のなかで主役を占めるのが大企業
であるかどうかは、サービス生産の規模の経済性が有意味なものかどうかに依存するで
あろうが、異質、多様な欲望が同時に多量存在する領域で恥j、企業の活動する舞台は
案外にひろいかもしれない。
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(1) 『昭和44年版・中小企業白書』 72～7 3頁参照。
(2）柴田『現代都甫鈴』 17 2頁参既
(3) 前掲『中小企業白書』 16 1頁。
(4）経済審議会中小企業流通問層研究委員会『 70年代の中小企業・流通』昭和45 
年、 9頁。
(5) 前掲『中小企業白書』 20 4～2 0 6頁参照。
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第5章 大都市工場地帯における中小工業企業の存立案件一一城東地
区工業地帯を中心として一一
城座和夫
1.課題
中小企業や零細企業におけるほど、地域に密着し、特定の地域のうちにおいてのみ
生き続けていくことができるという意味での、地域への依存度の高いことは明らかで
ある。大企業では、みずからをめぐる環境にある程度働きかけ、それを自分に有利に
なるように変えていくこともある程度はできるが、そういうことは中小企業や零細企
業にはできない。この意味で中小企業経済の分析も、地域との関連において行なう必
要がある。
大都市にはそれぞれ若干の工業地域が形成されている。東京では、都心およびその
周辺での印刷出版を中心とした工場地帯（千代田区や文京区の一部での印刷出版工場
地帯を見よ〕や城東f墨田、江東区を中心とした〕地区工場地帯や城南f大田、品川
区を中心とした】地区工場地帯などがこれである。こういう大都市の工場地帯におけ
る中小企業はどういう形で地域と結びつき、そのうちに白からの存立の条件を見出し
ているのであるうか。こういう問題をとくに城東地区工場地帯を資料として考えてみ
ようというのが本稿での課題である。
Z 販売依存度
城東地区は、東京商工会議所の資料｛同所f城東地区工場地帯の立地条件に関する
調査報告書」昭和43）では、台東、昼回、江東、江戸川、葛飾、荒川lの7区として
つかまれているが、東京都首都整備局計画部の「工場等の適正配置に関する調査」で
は、城東地［！に盛田、江東、葛飾、江戸川の412<よりなり、台東区は者Ii心周辺地区
「新宿、文京、台東、渋谷、豊島3に含まれ、荒川、足立は城北地区f北、板橋、足
立、荒Jl】に含まれている。地区区分は便宜によるものであるから、各調査において
若干のずれがあることはやむをえないであろう。城東地区工場地帯とは昼回、江東を
中心とした工場地帯と承知しておいていただきたい。ただ前出の資料の利用について
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は、地区区分が若干両者では異なっている点を承知しておいていただきたい。
当該地域への企業の依存度は、まず第 1Iこ、企業の総販費額のうち当該地域にたい
するものがどれだけの割合を占めているかf地域への販売の依存度】にあらわれる。
「城東地区工場地帯の立地条件に関する調査報告J（東烹商工会議所調査部、以下
F城東地区調査」とよぷ3によると次の通りである。
各工場の販売先事業所を地域別に積み上げてその分布状況をしらべてみると f第 1
表参照入販売先全事業所の6割が東京都内に集中しており、城東7区にあるものが
・ 3 1 係、その他の東京都内が 3~ と同じ割合を示している。対象工場の販売聞は東京
都内であり、とくに城東7区への依存度が高い。
、
業種別にみると、城東7区への依存度の高い業種には鉄鋼（4 6係入金属製品
( 4 4 ~）、石油石炭製品 （ 4 5 ~）などがある。
規模別にみると、城東7区への依存度は、小規模の工場ほど高〈、 1a～1 9人規
模で 40~、 2 a～2 9 人規模で 42~であるのに対して、 1 a a～2 9 9人規模で
は 20~ 、 3 a o人以上では 12 ~である。
なお、城東7区中とくに当該地区への依存度が高いのは墨田区である。
城東 7区をふくむ全東京都に対する販売依存度をみると、約6a~であり、これも
小規模工場ほど高く、 1a～1 9人規模や20～2 9人規模では 70～7 2 i6である
のに、 30 0人以上規模では 37＂である。
次に対象工場の全販売額にしめる城東地区の割合及び城東地区以外の東京都の割合
別に対象工場の構成比をしらべてみよう。 --
城東地区への販売額が全販売額の8 0 ＂以上をしめる工場がじつに 25~ もあり、
うち 10 0 ＂のものさえ 12＂あり、 50%以上でみると、 4害！｜をこえているのであ
る。当該地域に対する販売依存度の極度に高い工場が相当の割合で存在しているのを
見るととができょう。との場合、規模別の資料が発表されていないので、小規模工場
ほど当量産地域（城東地区】への販売割合の高いものの構成比が高いかどうかはわかり
かねるのであるが、小規模工場ほど当該地域f城東地区】への販売割合が高いものの
構成比が高いということはできょう。販売先事業所を地域別に積み上げ方式で算出し、
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第1表 製＆販売先事業所の地域別分布状況f積み上げ】
( 3内は実数
主面河？とど：J 令 計 減東 7区 その他の東京都
合 計 100.0 31. 1 3 0.6 ( 1 9呪628) (62,195】 「61.049)
地区への依存度の特に高い業種
書 銅 1 ODD 4 5.7 26.6 
金 属 製 品 1 0 0.0 44.3 3 0.8 
石油石炭製品 100.0 44.5 2 7.7 
地区への依存度の特に低い業種
／ 
機 械 1 00.0 20.9 22.5 
。～ 1 9 人 1 00.0 3 9.9 3 0.3 
2 。～ 2 9 人 100.0 41. 9 2 9.8 
3 0～4 9 人 1 00.0 32.6 32.1 
5 0～9 9 人 1 00.0 26. 9 35.2 
1 0 0～2 9’人 1 00.0 20.4 26. 2 
3 0 0 人以上 10 0.0 11.6 25.3 
地区への依存度の特に高い121"
長 回 1 0 0.0 41.4 30. 0 
地区への依存度の特に低い区
江 東 1 0 0.0 2 7.0 35.6 
〔出所〕 「城東地区工場地帯の立地条件に関する調査報告書Jf東京商工会議所3 ’ 
昭和43年 4 5ペー ジ。
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第2表各地域向け販売高比率別の工場構成比
議？よ 20~ 20～50~ so .剖~ 80-10~ 令 計 。 10 0 ~ 未満 未満 未満 未満
城東地区 1 00.0 1 6.3 1 9.6 21.8 1 7.0 13.4 11. 9 
その他の東京都 100.0 23.6 20.8 2 4.3 1 7.0 8.4 6.0 
〔出所〕 第1表と同じ 4 6ベージ． 
その構成比を規模別でみたときに、小規模工場ほど城東地区の割合が高かったこと
（第1表、 a:干潟5ページ】からこのようにいうことができょう。
さらに、規模別に販売先事業所の数をし店べてみると、規模の大きい事業所ほど沢
山の販売先事業所をもっていることはいうまでもないが、小規模工場でもかなり多く
の販売先事業所をもっていることf鼻5表3、しかも、昭和57年～42年の聞に販
売先事業所数が各規模とも増大していることが見られるのである．｛第4表】．
1 0～ 1 9人規樵 20～2 9人規模でも 50以上の販売先をもっている工場が
3 0 ＂、 41婦をしめているのである。
第5表製品販売先事業所教別構成比 f 単位：~）
総数 1 2～5 6～1 0 11～30 30以上 無回答
全 工 場 100.0 5.7 15.4 14.2 21.8 5 9.5 3.5 
1 0～ 1 9人 100.0 5;9 21.4 1 6.7 23.8 2虫8 2.6 
2 0～ 2 9人 100.0 4.4 13.8 1 3.8 23.2 4 0.8 4.0 
3 0～ 4 9人 100.0 ~.9 1 1.6 f 4.3 2 1.6 41.2 4.6 
5 0～ 9 9人 1 00.0 6.6 I 1 0.2 1 0.2 19.0 5 0.8 3.2 
100～299人 1 0 0.0 4.0 7. 5 1 0.2 1 5.1 6 0.2 3. 1 
5 0 0人以上 100. 0 3. 1 3. 1 6.2 13.8 63.0 1 0.8 
〔出所〕 第1表に同じ 4 3ペー ジ。
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1 1以上の販売先をもつものは 10～ 1 9 人規模でも 54~、 2 0～2 9人規模でも
64~をしめているのである。小規模な工場？でもいかに多くの販売先をもっているか
が推察されえよう。
第4表規模別平均販売先事項億所数
昭和37年 4 2年
1 0 ～ 1 9人 2 7 3 8 
2 0 ～ 2 9人 4 0 5 1 
3 0 ～ 4 9人 4 9 6 1 
5 0 ～？？人 8 4 1 0 3 
1 0 0～2 9 9人 8 0 1 2 4 
3 0 0 人以上 2 3 9 3 0 1 ． 
〔出所〕 第 1表に同じ 4 4ペー ジ。
また最大需要先事業所への販売集中度を規模別にみると、最大需要先の事業所に全
販売額の半ば以上を販売している工場は小規模工場ほど多くなり、 10～ 1 9人規模
では 30~、 2 0～2 9人規模では25. 5係、 30～ 4 9人規模では29係であるの
に、 10 0～2 9 9人規模では 19臥 30 0人以上規模では 15 ~で必る f第5 表） 0 
とのような最大需要先事業所の地域別分布の規模別の資料は発表されていない。最大
需要先事業所の39 ＂＇は城東 7区内にあり、その他の東京都に同じく 39 ＂＇がある
f前掲資料、 48 ページ 3 ので、合計 78~は東京都内にあるわけである。最大需要
先事業所の多くが城東7区（4 0 ~）にあることを見ても、当該地区への阪売依存度
の高さを察することができょう。
このように城東地区の中小工業企業は、販売についてみるとき、との地区において
展開されている濃密な社会的介業の一環として組み入れられており、そのもとで存立
しているというととができる。
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第5表最大需要先事業所への販売の集中度別の工場構成〔規模別〕
10 ~未満 11～30~ 31～50~ 5い 99暢 1 o o~ 無回答
全 工 場 1 0 0.0 6.9 3 4.5 2 1.7 2 1.0 6.3 9.6 
1 0～ 1 9人 1 0 0.0 3.7 32.6 2 3.8 2 3.7 6.6 9.ι 
2 0～2 9人 100.0 7.2 3 6.1 2 1.5 2 1.0 4.5 担7
3 0～4 9人 1 0 0.0 7.3 33.9 2 0.3 2 1.5 7. 2 9.8 
5 0～？？人 1 0 0.0 1 1.7 3 6.7 1 9.2 1 6.4 8. 3 7. 7 
100～29貴人 100.0 1 1.5 3 9.4 2 2.1 14.2 4.4 8. 4 
3 0 0人以上 1 0 0.0 1 8.5 32.3 1 0.8 1 2.3 3. 1 2 3.1 
〔出所〕 第 1表に同じ 4 7ペー ジ。
3. 原材料・部品の仕入依存度
当該地区への企業の依存度は、販売面のつぎには、原材料や部品の購入面、仕入面
にあらわれるの
原材料．部品の仕入先事業所の地域別分布を知るために仕入先事業所数の積み上げ
をしてみると、次の第 6表の示すように、全仕入先事業所の 58~が当該地区 f 城東
7区】にある。仕入についての当該地区への依存度はきわめて高いといえる。仕入先
についても当該地区への依存度が小規模ほど高いととは変らず、 10～1 9人規模工
場はじつに 73~、 2 0～2 9 人規模工場は 67~の仕入先事業所が当該地区 f 城東
7区】にあるのである。これにたいし、 30 0人以上規模は31 ~、 1 0 0～1 9 9 
人規模は44婦でしかない。
次に、城東7区からの仕入額が全仕入額にしめる比率別の工場構成比率をとってみ
ると f第7表】、 50 ~以上の仕入を城東 7 区から行なっている工場がじつに 65~
もあり、全仕入を城東 7 区から行なっている工場さえ 26~ をしめているのである。
ζの地Fの工場のうちのいかに多くのものが仕入について当該地区に依存しているか
を察することができょう。規模別の資料が発表されていないのが残念であるが、小規
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第6表原材料・部品仕入先事業の地域別分布状況f積み上げ3
「 3は実数
晶子寸竺＇.J 合 計 城東 7 区 その他の東京都
合 計 100.0 5 7.S 3 2.0 ( 7 4,5 3 0) ( 4 2,84 0) ( 2 3,8 2 4) 
1 0 ～ 1 9人 1 0 0.0 7 3.0 2 0.6 
2 0～ 2 9人 100.0 6 7.3 2 4.3 
3 0～ 4 9人 1 0 0.0 6 2.1 2a4 
5 0～？？人 100.0 5 4.3 3 4.7 
1 0 0～ 1 9 9人 100.0 4 3.9 4 3.0 
3 0 0人以上 1 0 0.0 3 0.8 4 9.8 
〔出所〕 第1表と同じ 5 2ペー ジ。
第7表各地域の仕入額の全仕入額にしめる比率の工場構成比
f 単位：~）
読ま長 2 0 ~ 2 0～ 5 0～ 8 0～ 合計 。 5 0 ~ 80~ 10 0 ~ 10 0 ~ 未満 未満 未満 未満
城東 7 区 1 0 0.0 a7 a9 1 7.3 1 9.4 1 9.8 2 6.0 
その他の東京都 100.0 3 5.5 1 7.6 2 1.1 1 3.2 7. 9 4.7 
〔出所〕 第 1表と同じ 5 4ベー ジ。
模工場ほど当該地区から高い比護の仕入を行なっているものが多いと恩われるので、
全規模平均について見てさえ、これほど当該地区「城東7区 3からの仕入額の比率の
高い工場が多いとと．からすると、小規模工場が仕入についていかに当該地区に依存し
ているかは察するにあまりあろう。
原料・部品の仕入先事業所教の多寡を各工場規模についてみると、第8表の示すよ
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うに大規模工場ほど仕入先事業所数の多いものの割合は高いカE、小規模工場でもなお、
仕入先事業所教の多い工場が多いことが注目される。 20～2 9人規模でも 30以上
の仕入先事業所をもつものが19 Ifをしめており、 30～4 9人規模になるとそれは
29~になっているのである。規模別の平均仕入先事業所教をみると f 第？表、、昭
和37年と 42年の聞に、各規模とも増加しているととを知るととができる．
第8表原料・部品の仕入先事業所数別構成比
f単位： If) 
二議事 総数 1 2～5 6～10 1 1～30 30以上 無回答
金 工 場 10 !LO 3. 1 22.9 1 8.6 28.2 2 3.5 3.8 
1 0～？？人 100.0 4.1 33.5 2 2.0 2 7.0 虫6 五.9
2 0～ 2 9人 1 0 0.0 2.4 2 0.4 2 2.1 32.6 1 8.5 4.1 
3 0～ 4 9人 1 0 0.0 2.9 1 6.8 1 7.4 2 9.3 2 9.3 4.4 
5 0～？？人 100.0 2.6 1 3.2 1 3.0 2 8.2 40. 7 2.3 
100～299人 1 0 0.0 1.0 7. 5 5.8 22.6 61.4 1.8 
3 0 0人以上 100.0 。 3. 1 3. 1 15.4 6 6.0 12.4 
〔出所〕 第 1表と同じ 5 1ペー ジ。
第？表規模別平均仕入先事業所数
昭和 37年 4 2 年
1 0～ 1 9人 1 1 1 3 
2 0～ 2 9人 1 4 1 8 
3 0～ 4 9人 1 9 2 4 
5 0～？？人 2 6 3 4 
1 0 0～2 9 9人 4 7 6 1 
3 0 0 人以上 1 0 9 1 2 6 
〔出所〕 第1表と同じ 5 3ペー ジ。
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以上のように、仕入についての当該地区への依存度を見ても、その依存度は各規模
とも高〈、しかも小規模ほど依存度は高くなっている。また仕入先の分散度をみても、
一般に仕入先の介散度f仕入先事業所数】は高〈、小規模工場でも多くの仕入先をも
つものの箸~合が高くなっていることは、多角的な仕入によって事業を営むものが小規
模工業企業でもなお多いことを物語っているo
企業経営に不可欠な製品の販売と原料．部品の購入・仕入をとってみるとき、城東
7区の中小工業企業の当該地区への依存度が高く、しかも小規模ほど高〈、そのうえ内
小規模な工場でも数多くの販売先と仕入先とをもっているものが数多くあることは、
との地Fの中小工業企業がこの地区で展開されている濃密な社会的介業の網のなかで、
多種多様な産業の高度の集積のなかで、仕入と販売を行なっていること、また行ない
えていることを示すものであるのとのような点が企業経営者にとって立地上の利点と
して意識されていることは、さきの東京商工会議所の調査で、立地条件がすぐれてい
ると答えた工場｛調査全工場の40 ~）がその理由としてあげたものの大部分が販売
や仕入上の利便であったことからも明らかであるf次の第 10表を参照されたい） 0 
なお工場の立地選定の場合に、関連工場との関係、消費市場との関係、原材料入手
の関係など、製品の販売と原材料．部品の仕入との便宜が重要な位置をしめているこ
とについては、東京およびその周辺の工場について調査した東京都首都整備局の資料
f向上「工場等の適正配置に関する調査概要J昭和43・向上「工場等の適正配置に
関する調査基礎資料」昭和43、】が示唆的である。
東京駅からおよそ50粁閣の範聞に及ぶ地域を調査結果には、昭和30年以降立地し
た工場について、その立地選定理由が地域別に示されているが、その結果は第11表
の示す如くである。関連工場との関係、消費市場との関係、原材料入手の関係の5理
由の合計は、 rF街地、東京都区部で40 ＂＇台であり、郊外地における 29~ にくらべ
はるかに高く、重要な立地理由となっていることがわかる。
城東地区は 41 ＂＇であって、東京都区部や甫街地の値とほぼ同じである。東京商工会
議所の城東地区についての資料で検出されたところのものが、城東地区だけでなく、
東烹都区部‘市街地全体にあてはまるものであることが推察されえよう。
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第10表 立地条件がすぐれていると答えた工場があげた理由
単位：¢ ( 3内は実数
親企業、関 下請企業が 原材桝資源 賓の良い労 行政官庁が
理 自 製品市場に 連企業が近
総 数 くに存在し 近くに存在 の入手が容 働力を得や 近くにある その他取引関係の
工場規模 近いから うえで至便
であるから するから 易であ劫も すいから 治省ら
1 0 0.0 4 3.4 5五2 4 1.1 4 5.0 6.0 3.9 3.8 
(1A2 1】※ (617) (756】 (584) (640) ( 85】 ( 5 6) (54】
1 0～ 1 9人 1 0 0 37 58 45 47 4 1 5 
2 0 ～ 2 9人 10 0 44 52 55 43 7 4 4 
3 0～ 4 9人 10 0 42 54 4 1 4 1 8 4 5 
5 0 ～？？人 1 0 0 5 4 47 46 47 6 7 5 
1 0 0～ 2 9 9人 1 0 0 61 41 4 1 48 1 1 1 0 6 
3 0 0 人以上 10 0 64 59 39 50 4 1 4 4 
?
??
?
f注】 T工場で2つ以上理由をあげたものが多数あったため百分比の合計は10 0にならない。
※ 回答した工場の数ゐ
〔出所〕 算1表と同じn
ー．
第 11表地域別立地選定理由
f単位：婦、
同；き関連工 消費育 原材料 ~！：J 交通 用排水 労働力 公害問 公的機 縁故 宣伝上場との 場との 入手の 地価 確保が 題がな 関の指導優遇関係 関係 関係 の使 の便 容易 b、 措置 関係 の有利
市街地 2 1.0 1 3.4 1 1.3 〔45.7〕 1 6.1 1 6.8 1.5 4.5 3.8 1.0 1 0.1 0.5 
郊外地 1 4.5 呪5 4.7 〔2as〕 3 0.0 1 2.0 3.2 9.3 5.3 6.4 4.3 1.0 
東京区部 2 0.3 1 2.6 9. 7 〔42.6〕 1 7.4 1 7.2 1.6 4.9 3.6 0.8 1 1.3 0.7 
都 ’L' 1 0.8 2 4.3 1 6.2 〔51.3〕 1 3.5 21. 6 2.7 一 ー 1 0.8 ー
都心周辺 3 1.3 7. 5 3.8 〔42.6〕 1 2.5 2 7.5 一 5.0 1.3 ー 10.0 1.3 
城 東 1 5.8 1 4.4 1 1.0 〔41.2〕 22.5 1 4.8 1.0 5.7 3.8 1. 9 a6 0.5 
域 北 2 0.4 1 2.2 1 0.2 〔42.8〕 1虫7 1 0.2 2.7 5.4 5.4 0.7 1 2.2 0.7 
城 西 2 3.1 9. 6 3.8 〔36.5〕 1 7.3 2五1 5.8 3.8 ー 一 1 1.5 1.9 
域 南 2 1.4 1 1.8 1 0.5 〔43.7〕 1 4.4 1 a3 1.3 4.4 4.4 0.4 13.5 0.4 
?
??
〔出所〕 東京都首都整備局計商都「工場等の適正配置に関する調査基礎資料」 78ページ。
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なお、東芳都首都唱さ備局の前出の調査によって、地域別の立地上の開閉点をあげると
第 12表地域別立地kの問覇点
f単位：＂) 
敷地が 労働力 付近に 輸送の 廃棄物 作業場 右の 困って
厚生施 の糟殻 いる問設がな 題がな
せまい の不足 b、 渋滞 の処理 制限 合計 い工場
合 計 43.5" 3 4.9 4.5 5.6 4.9 5.2 (5.880) ( 3 06】
5 3.1 3 0.2 0.9 2.8 3.5 8.7 (2.7 22) 「210)
外地 3 5.1 5呪O 7. 6 8.0 6.0 2.1 (3,158) ( 96】
東京都区部 5 3.6 3 0.6 0.9 2.8 3. 1 8.3 (2.426) (1 96】
城 東 5 2.8 34.0 1.0 2.6 2.8 6. 1 ( 688) ( 4 9】
城 甫 5 6.9 2 8.8 0.5 2.8 2.3 7. 7 ( 60 8) ( 4 7) 
f注】 「下水道がない」「用水の不足J「公害を受けている」「公害に対する苦
情」などの項目もあるが、問題点としてそれをあげた工場はご〈少ないの
で省略した。したがって表配の各項目の＂の合計は 10 0に満たない．
｛出所】第 11表と同じ 7 3ペー ジ。
（ 】内は実数
次の第12衰の如〈である。「敷地がせまい」という問題は、市街地、東京都宮部で
一般的なものであり、「労働力の不足Jはむしろ郊外地においてより深刻なことがわ
かる。城東地区の工場も労働力不足になやんではいるが、その点は城東地区特有のも
のではなく、郊外地のほうがより深刻なのである。ととで労働面の検討に進もう。
4. 労働面の寧情
城東地区の企業の当面している労働力事情は城東各区の住民の職種別構成や年令別・
男女別の就業率や就業時間別の就業者機成のうちにうかがうととができょう．城東地
区の中小工業企業が所要の労働力の相当の割合をこの地区に依存しているととから、
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第 13表住民の職種別構成
専門的 運 輸 技育匠・生
技術的 管理 事務 販売 産工程従 サービス事者・単
職業 通信 純労働者
東京都区部 全 6.9 4.8 1 a2 1 5.2 4.1 3 a1 11.0 
男 7. 0 6.6 1 5.4 1 5.1 5.1 4 3.8 6.1 
女 ＆？ 0.8 2 4.5 1 5.7 1.6 2 7.1 2 2.5 
」E品Z、 東 全 3.8 4.6 1 0.2 2 3.6 2.5 39.4 1 5.8 
男 3.6 6.3 7. 1 2 5.5 3.4 4 6.5 7.7 
女 4.3 0.7 1 6.7 1 9.8 0.7 2 5.0 32.3 
昼 回 全 2.7 3.8 9. 4 1 4.7 3.5 5 6.6 虫5
男 2.3 5.2 6.4 1 4.8 4.6 6 1.9 4.8 
女 3.5 0.7 1 6.0 14.6 1.0 4 5.0 1 9.3 
江 東 全 2.7 三5 1 1.0 1 3.5 6.9 5 4.2 a3 
男 2.5 4.2 7. 9 1 2.5 as 6 0.0 4.0 
女 3.5 0.7 2 0.1 1 6.4 1.3 3 7.2 2 0.7 
世田谷 全 1 23 7. 0 2 5.9 1 4.0 3.8 2 5.9 9. 6 
男 1 3D 9. 7 23.8 1五4 4.5 2aa 5.1 
女 1 0.5 0.6 3 0.9 1 5.4 1. 9 1 9.1 2 0.3 
杉 並 全 1 2.4 7.2 2a6 1 5.8 3.4 2 2.0 9. 7 
男 1 3.1 1 0.0 2 6.6 1 5.4 3. 9 2 4.9 5月
女 1 0.6 0.5 3 3.5 1 6.7 0.2 1 5.1 21. 0 
〔出所〕 「昭和35年国勢調査」第4巻その 13、P,40 2。
右のように言えると思う。第13表を見ていただきたい。毎回12<"、江東区は専門的．
技術的職業従事者や管理、事務従事者の割合が低〈、技能工・生産工程従事者、輔姥
労働者の割合が高い。とのように技能工・生産工程従事者、単純労働者の割合が高い
-52-
． 
、（昼回ー 57 ＂＇、江東ー 54＂＇、東京都区部－ 3 9＂＇】のは、との地区が工業地帯で
あることによると共に、とのような豊富な工業労働力をとの地区に見出しうることが
またとの地区の工業を支えているものといえよう．
また墨田、江東区が台東区とともに、長時間f週6a時間以上3就業者の多い地区
であるととも、第 14表から明らかである。東京都宮部では長時間就業者は男で24 
婦、女で20 ＂＇であるのに対して、台東、墨田、江東ではそれぞれ、 32婦と 27＂＇、
2 9 ＂＇と 22瓜 27 ＂＇と 21 ＂＇と高いのである。商工業地帯に居住する人身で長時
間就業するものの割合が高いζとは、商工業が長時間就業者を手元にひきつけている
ことを意味するとともに、またこのような長時間の就業にたえる住民が数多く地元に
居住していることが現存の商工業を支えているものともいえよう。
男女別、年令別の就業率をみると、男子の25～6 0才については地区別の就業率
の開差はほとんどない。男子の 15～1 9才、 20～2 4才については、台東、墨田、
江東は住宅地域である世田谷区にくらべはるかに就業率が高い。男子の 15～1 9才
については、東京区部では 45~、世田谷区では 2 6 ＂＇であるのに、台東、昼目、江
東ではそれぞれ57、 61、 60＂＇であるし、男子の 20～2 4才についても、東京
都区部の76 ＂＇、世田谷区の 57＂＇にたいして、台東、墨田、江東ではそれぞれ88 
＂＇、 92＂＇、 91 ＂＇である。女子についても、前と同様の傾向がみられる。男女男 1人
年令別の就業率の地区間開差についても、就業時間別就業者構成や職種別住民構成の
地区間関差のばあいと同様のことが言えるであろう。工場地帯は地兎周辺の住民に
手頃な家計補助的就業の機会を与えることによって、家庭婦人の就業率を高める。台
東、墨田区における 25～6 4才の婦人の高い就業率を見んしかしとの高い就業率
は地元、周辺に住む成人男子労働者の低い賃金率、そこから生じるととろの家庭婦人
による家計補助的就業の高い必要度の反映でもあろう。
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第 14表就業時間別就業者核成（1 5才以上〕
1 5時間未満 1 5～3 4 3 5～5 9 6 0時間以上
東京都区部 全 1. 2 "' 4. 1 7 2.1 2 2.6 
男 0. 8 
－、
2. 4 7 2.8 2 4. 0 
女 2.2 7. 8 7 0.6 1 9.5 
台 東 全 1. 1 4.4 6 4.1 3 0.4 
現 0. 6 2.3 6 4.9 3 2.3 
女 2. 1 8. 7 6 2. 6 2 6. 6 
暴 回 全 0. 9 4.3 6 7.7 2 7.1 
男 0. 5 2. 1 6 a o 2 9.4 
女 1. 9 9. 2 6 7.0 2 1.8 
江 東 全 0. 9 3. 5 7 0.3 2 5.2 
男 0. 5 1. 7 7 1.2 2 6.6 
女 2. 1 as 6 7.8 2 1.2 
世田谷 全 1. 7 4. 6 7 4. 5 1虫2
男 1. 3 五2 7 5.5 2 0.1 
女 2.9 7. 8 7 2. 1 1 7.2 
杉 並 全 1. 6 4. 3 7 4.5 1 9.7 
男 1. 2 3. 2 7 5.2 2 0. 4 
女 2.5 7. 0 7 2. 6 1 8.0 
〔出所〕 「昭和35年国勢調査」第4巻、その 13、40 2ペー ジ。 ． 
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第 15表 男女別、年令別就湯量率（昭和40年3
全 1 5～1 9 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 
東京都区部 男 8 2.1 ~ 44.8 7 6.4・ 9 6.2 9 7.4 9 7.5 9 7.8 9 7.9 9 7.3 9 4.0 8 4.4 
｛女 4 4.0 4 1.9 6 9.0 4 3.9 3 7.1 4 1.8 4 5.8 45.9 4 2.5 3 4.7 2 5.0 
」ca、 東 男 8 6.5 5 6.5 8 8.0 9 6.7 9 7.6 9 7.3 9 7.5 ？＆日 9 6.7 9 5.4 9 0.4 
｛ 女 5 6.7 5 1.8 7 6.1 5 5.5 5 2.3 5 9.1 6 2.4 62.7 58.8 5 0.5 4 0.4 
昼 国 男 8 7.6 6 0.6 9 1.7 9a5 9 8.6 9 8.3 9 9.0 9 8.7 9 7.8 95.0 8 7.8 
｛ 女 5 4.5 5 7.0 7 6.6 5 0.4 4 6.4 5 4.3 5 9.9 5 7.5 5 2.9 44.0 33.6 
江 東 男 8 8.4 5 9.8 91.0 9 8.0 9a4 9 8.5 9 8.6 9 7.8 9 7.8 94.3 85.6 
｛女 4 5.7 4 9.3 70.0 3 8.2 3 4.4 4 2.3 4 8.8 4 8.5 4 5.9 3 7.8 2 8.9 
世田谷 男 7 5.1 2 6.4 5 7.2 95.4 9 7.4 9 8.9 9 7.6 9 7.5 9 6.8 9 4.5 8 5.6 
｛ 女 3 5.2 2 8.3 6 1.3 5虫O 3 0.0 3 1.9 35.6 35.8 3 3.8 2 8.0 1 9.0 
〔出所〕 「昭和40年国勢調査報告」より。
、，
?ー?
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5. 立地条件悪化とそれへの対応策との規模別開墾
城東地区にかぎらず、東京区都の工場立地において、製品の販売や原材料・部品の
仕入の便宜が重要な地位をしめており、この点での有利性がこの地域の工場を支えて
おり、と〈に地元へのこの点での依存度は小規模工場におけるほど高〈なっていると
ともさきに示したととろである。その反面、工場敷地の狭陸、輸送事情の悪化などの
問題が深刻化しているために、工場の新設や移転の；志向をもっ企業が相当多くなって
いるととも明らかである。東京都首都整備局の資料によると、市街地、東京都区部で
は、調査に応じた工場の40 ＇＊＇内外が新設．・移転の意向をもっており、郊外地の20 
婦とくらべその率ははるかに高く、しかも大規模工場ほどその率が高くなる傾向がみ
られる（特に城東地区】のである（第16表】。この点は東京商工会議所のさきの資
料においてより明瞭に見られる。この資料によれば、城東地区においては、現在地の
立地条件が劣っていると考える工場の割合は大規模工場ほど高くなっており、工場移
転の可能性の考えられる工場の割合は工場規模別にあまり差はないとしても、そのう
第 16表 地域別・従業員規模別の新設・移転の意向のある工場の割合
よ事 30～ 5 0～ 1 0 0～ 200～ 3 00～ 500～ 1. 0 0 0 合計4 9人 ？？人 1 9 9人 2 99人 499人 ？？？人 人以上
.g 計 3 1.3 '* 3 1.1 3 2.1 3 0.8 2 7.1 3 0.6 2as 31.0 
市街地 3 7.5 5虫8 4 4.0 4 0.0 3 9.6 4 1.2 3 2.4 39.3 
郊外地 2 2.2 2 1.1 2 2.3 2 3.7 1 6.0 2 4.2 1 6.7 2 1.7 
東京区部 4 0.1 43.3 4 7.5 4 5.6 4 7.6 5 3.4 4 2.4 4 3.0 
城 東 3 7.6 4 2.4 5 1.7 4 5.2 5 7.9 3 3.3 85.7 4 5.0 
城 南 3 5.3 4 0.4 4 4.0 4 8.1 5 7.1 7・1.4 33.3 4 0.4 
〔出所〕 第11表と同じ。 1 0 2ベー ジ。
ちにしめる「現在具体的に移転を計画中である」工場の割合は大規模工場ほど高いの
である（第17表〕。大規模の工場になるほど立地条件が悪いと考えるものの審拾が
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第17表現在地の立地条件に対する寵識と工場移転意向との規模別開差f城東地区3
内 訳
現在地の立劣 工場移転を 条件さえ整 移転を希望 現在具体的
地条件が しているが
っていると 考えている えば移転も 現な計在具画は体的な に移転を針答えた工場
の割合 工場の割合 考える b、 画中である
1 0～ 1 9人 1 2.3 ~ 40.5~ （ 100】 ( 66) ( 21) (13）金工5場.1の~ 
2 0～2 9人 1 4.2 4 4.6 (1 0 0) ( 6 7】 ( 21) (13) 5.8 
3 0～4 9人 1 4.4 4 4.0 (1 0 0】 ( 66) ( 1 6) ( 1 9) a2 
5 0～？？人 15.8 4 4.2 (1 0日】 ( 5 4) (22】 ~25 】 1 0.9 
1 0 0～299人 1 a6 5 0.5 (1 0 0) ( 6 4】 ( 1 6】 (20) 1 0.2 
3 0 0人以上 2 7.7 44. 7 (1 0 0〕 ( 41】 ( 14】 (45) 2 0.0 
〔出所〕 第1表と同じ。 7 6、81ペー ジ。
高〈、現在具体的に工場移転を計画中である（工場移転の現実的可能性をもっている〉
ものの割合も高いのである。小規模の工場では、現在地の立地条件が劣っていると答
えた工場の割合は、 10～1 9人の 12 ＂＇、 20～2 9、30～4 9人の 14婦、 50
～？？人の 16 ＂＇と低い （1 0 0～2 9 9人の 19係、 30 0人以上規模の28 ~ ) 
し、現在具体的に移転を計画中である工場の割合も、③同種規模の全工場に対して、
1 0～1 9 人の 5~、 2 0～2 9人の6<1J、＠工場移転を考えている同種規模の全工
場に対して、 10～ 1 9人、 20～2 9人の 13婦と低いので.t;る（3 0 0人以上規
模では、全工場の20＂＇、工場移転を考えている工場の 45 ＂＇〕。現在地に立地を定
めるについては立地条件がすぐれているとヨ考えていたのにちがいないから、前の数字
は、大規模の工場ほど立地条件の悪化が甚だし〈、また、大規模の工場ほど立地条件
の悪イヒに対して、工場移転をもって対抗しうる力をもっていることを示すものである
う。小規模の工場ほど現在地の立地条件が劣っていると考えるものの割合が低いとい
うことは、東京全体においても言えることであろう。製造業において従業員規模50 
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人以上の事業所教は減少しているのに、零細規模の事業所はむしろふえていること
f事業所統計調査、昭和41年と 38年との比較、第18表参照3から、前のように
言えよう。各規模の従業者数の推移をみると、 5～9人から 10 0～ 1 9 9人規模ま
での各規模については、 20 ＂＇内外の増加が昭和 38～4 1年にみられるのに、200
人以上規模となると 9＂＇内外の減少となっているのである。大規模工場の立地条件の
悪化、移転の進行をここにみることができょう。
第18表東京都における規模別事業所数、従業者数の推移f製造業】
勝目38～4 1年の増加｛ムは減少】率
騨ぬ世＼ 事業所 従業者
1 ～ 4 人 1 3. 3 "' 1 1.4'1> 
5 ～ ？ 人 1 2. 1 2 5. 8 
1 0 ～ 1 9人 5.3 2a3 
2 0～ 2 9人 1. 6 2 3. 8 
3 日人以上 会 2.8 7. 8 
3 0～ 4 9人 0. 2 2 3.2 
5 0～？？人 .c. 6. 6 2 a 3 
1 0 0～1 9 9人 .c匙五 5 1 9.0 
2 0 0～2 9 9人 ζ~6. 3 ζh a6 
3 0 0人以上 今 3.1 ζ~ 9. 0 
〔出所〕 総理府「事業所統計調査報告、昭和41年jより。
小規模工場についても低率であれ、現在地の立地条件が劣っていると考える工場の
あることは否定できないのであるi＼.現在地の立地条件の悪化に対抗する債として工
場移転をとることはかれらにとっては容易でないのである。製品の販売や原料・部品
の仕Nこついて、また従業員の確保について当診地区に依存するところの多い小規模
工場hま、そこから搾れることが容易でないのである。そうであれば、小規模工場は預
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、在の工場地帯を整備再開発することのうちに、立地条件の感化を克服する方途を見出
すほかはないというととになる。東京商工会務所の城東地区についての調査が、小規
模工場ほど、工場地帯の立地環境改善策として現在の工場地帯の整備再開発を唱える
ものの割合が高いことを示している（第 19表】のは、示唆的である。
第19表 工場地帯の立地環境改普策の工場規模別の差異f城東地（？.（）
よ寸 回答工場の 現在の工場地 工場の地方分帯を整備再開 そ の 他総 数 発する 散を促進する
1 0～ 1 9人 1 0 0 6 5 3 0 5 
2 0～ 2 9人 1 0 0 6 1 3 4 6 
‘3 0～ 4 9人 1 0 0 5 9 3 4 6 
5 0～？？人 1 0 0 5 4 4 1 5 
1 0 0～2 9 9人 1 0 0 5 2 4 4 5 
3 0 0 人以上 1 0 0 4 8 5 0 2 
〔出所〕 第1表と同じ、 80ペー ジ。
工場移転は、企業の力が充分であれば、独力でも行えるのにたいして、現在の工場
地帯の整備再開発は独力では行うことができず、現存の多数企業の協力、さらに自治
体の強力なパ，クアヲプさらには指導さえも必要であることを考えると、立地条件悪
化への対策の規模別のちがいは重要な意味をもっていよう。大都育工業地帯における
中小型手造業企業の多くがそれぞれの地域にと〈に製品の販売と原材料・部品の仕入を
つうじて依存するところが大であるととを考えると、大都市における製造券の業績別
構成の推移からもう一度それらをめぐる環境の変伐を見直してみる必要があろう。
6. 業種別構成の変化と中小企業
東京都Bl"部での製造業の業種男l牌成の推移の方向は、近年急速に変化しているよう
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に思われる。次の第20表が示すように、昭和29～3 5年には、石油・石炭製品、
金属製品、機械製造業、電気機器「その他の製造業」などの業種で従業者が平均より
第20表東京都E支部における製造業の各業種別推移
事 業 所 数 従 業 員 数
4 1～3 5 3 5～2 9 4 1～3 5 3 5～2 9 
製 造 業 1. 2 2日 1. 1 7 8 1.069(100】 1.690(100】
食 料 品 0. 8 6 8 0. 9 5 4 1.056( 99) 1.4 8 4 ( 8 8) 
せ ん b、 1. 1 2 8 1. 0 4 7 0.8 4 7 ( 7 9】 1.345( 80】
衣 m~ 1. 1 6 5 1. 1 6 3 1.2 1 8 ( 1 1 4】 1.686(100) 
木材・木製品 0. 9 8 4 0. 9 9 2 0.963( 90) 1.5 6 8〔 93)
家具・装備品 1. 0 1 1 1. 0 7 9 1.007( 94】 1.5 0 2 ( 8 9】
パルプ・紙 1. 2 1 7 1. 3 9 0 1.0 3 1 ( 9 6) 1.487( 88) 
出版印制 1. 5 1 2 1. 1 6 7 1.357(127) 1.353( 80) 
イヒ $ 0. 9 2 0 1. 1 4 2 1.111(104〕 1.685(100) 
石油・石炭製品 0. 9 2 3 1. 0 0 0 0.953( 89】 2.4 1 5 ( 143) 
ゴム 製品 1. 4 2 7 1. 4 1 4 1.0 7 5 ( 1 0 1】 1.691(100】
皮 革 1. 3 7 5 1. 0 0 6 1.2 8 4 c 12 0) 1.4 2 7 ( 8 4) 
窯業・土石 1. 0 1 9 1. 0 7 7 0.976( 91) 1.5 4 9 ( 9 2】
鉄 的 1.日64 0.8 62 ( 81) 
非鉄金属 1. 1 9 0 0.928( 87】
金属製品 1. 3 8 2 1. 4 2 0 1.150(108】 1.8 8 4 ( 11 2 ) 
機械製造業 1. 3 6 4 1. 3 9 0 1.098(103】 1.911(113) 
電気機器 1. 2 0 5 1. 2 3 2 0.977( 91】 2.0 4 6 ( 142】
輸送機器 0. 9 6 6 0. 9 1 0 0.927( 87】 1.388( 82) 
計量器・測定器 1. 1 8 8 1. 1 5 5 0.949( 89】 1.710(101】
そ の 他 1. 2 2 7 1. 2 5 1 1.057( 99】 2.108(125) 
〔出所〕 総理府「事業所統計調査」より。
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、も高い霊震でふえ、余剰品、せんい、出版印刷などで従業者が平均よりも低い家でふえ
るというように重化学工業化が進展し．ていたのに対して、 35～4 1年には重化学工
業化が停止して、情報彦事障や高次加工の消費関連農業が平均よりものびている。出仮
印刷や衣服、皮革がそうである。製造参従業者が29～3 5 年には 70~もふえてい
るのに、 35～4 1年には 7＂＇しかふえていないことに明らかなように、製造業の伸
びの急激な鈍化ゃうちに、製造業の業種別糟成の変イtが進展しているのである。また、
従業者の増加はほぼ停止したのに、事業所教の増加率はかえって高くなっているとと
のうちに、零細事業所の鍍生が示されている。巨大な消費力をもっ巨大都市東京のう
ちでのみ有効に営なみうる業種、そとでの立地のメリタトの大きい業種f情報産業と
しての出版印刷~ 7 7 ，，ション産業としての衣服3のウエイトが高くなり、資源型業
種のウエイトが急速に下がって，いることが見られる。
同じ消費関連産業でも高次加工産量産になるほど消費者に近づき、消費者の好みに適
合し、その動向をさきどりするζとのメリ，トが大きくなることから、大消費地のう
ちに、またそれに近接Lて立地するメリタトは大きくなるのである均三高次加工産業
になるほど中小企業のシzアも高〈なるのである。同じせんい部門でも紡績業に〈ら
べれば織物業は中小企業のウエイトは高いし、「せんいJにたいして「衣服」で中小
企業のウエイトが高いことも周知のことである。
パルアー製紙ー紙加工と、同じ「パルプ・紙・紙加工」業種でも、資源塑から高次
加工型の業種へと上向するにつれて、中小企業のウヱイトは高くなっていく等々。資
源翠l産業の撤退と fとくに消費関連の3高次加工産業の進出、消望号関連の高次加工産
業のなかでも実質上ヲアタシ.；：；＂産業の性格をもっ業種の進出。とれが中小企業のウ
エイトの上昇f第18表3となって現れているのである。昭和35～4 1年に従業員
数は増加していないのに事業所教は前期以上にふえているという状視は右の結果なの
である。資源2型産業の撤売は、それを製品販売先とする企＊の販売先転換を漣る。鉄
A 非鉄金属、せんい、検送機器などでの従業員数の絶対的低下は、それらの産業を
製品販奏先とする中小企業に販売先の転換あるいは工場の地方移転を迫る．同じ中小
規模の企業のなかでも、参穂、業穏による成長停滞、転換ー移転、衰退の別がある
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のである。既存の大都IF工場地帯の中小製造業企業もこのような流れのなかで進時を
見出していかなければならないのである。
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第 4章 都内中小企業の労務管理における事例を主にした若年従業員
の定着性問題
白木他石
1. 都内中小企業の労務管理の動向
経営労務の問題点を都市研究D一環として逸ぶととに非常K困難性を見出したので
あるが、現在東京都~~ける中／］＇－：企業の念やみは数多くあるが、その一つは、労働人
口の絶対的不足とともK、労働力の移動がはげし〈定着性がうすいという問題である。
高度経済成長の影響から、雇傭場所は数多ぐ、無雑作K採用される状態であるためK、
若年労働者を中心として定着性が低いのが現状と念っている。
もう一つの問題点は、技術革新や技能改善Kよって、新知識、新技術が必要と左っ
てきたが、過去の経験や技能のみK依存してきた職場の役職者の自信喪失の現象が前
者の問題と関連してあげるととができる。自己管理や、自己啓発Kよって、現代の企
業~:J;~ける現場役付者Kふさわしい実力を兼備する必要があるKもかかわらず、との
面が弱く、現在の発展する新管理技術K対処できずK、自信を失っているのが現状で
ある。と＜ Kとれは一般実施層K直結している現場責任者左いしは、現場管理者層K
との傾向が強いといわねば念ら念ν、。
中小企業の経営者や管理者の多〈が、過去K~ける自己の体験や経験を中心として
成行き的管理K偏した傾向があったと思う。また、労働条件的管理を中心課題として、
働かせる原理や働いてもらう原理のみが体系づけられていたが、今後は、職場の構成
員それぞれが、組織の一員として業務を遂行してゆ〈ベき義務感を自動的Kもつ体制
を中心として考えていかねば念ら念い。職場の人的環境管理の重要性を認めてゆ〈必
要があろう。世代の断層を認識すると同時K、それをいかK埋めてゆ〈かという管理
手段を実行してゆ〈のが、若年従業員の定着性を高めるためK必要念ー側面と念って
いる。定着性のうすい原因が何からきているのかという問題点を分析するととKよっ
て、考えていかねば念ら念い。
中小企業の労務管理の現在の動向念るものをみると数多くの特殊性をあげるととが
できるOそのなかで、まず第－K考え念ければなら左いのは、入手不足というととで
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あろうo昭和30年代から次第K発展してきた経済の伸展と高度成長の影響をうけて、
求人難の現象が会きて、若年者、青少年者を中心とする絶対友人手不足の現象を呈し
てきたoとの状態は慢性的念傾向を示してb夕、とれから先、大き念改善が念される
かどうかという点でもその前途もは念はだ不安であるoとのととは、機械や装置があ
っても、労働力不足からくる生産の陸路と念るほか、賃金の増大、福矛u厚生費の上昇、
定着性の低下、ひいては労働意欲の下降念どと念つであらわれてくるとみ念ければ念
ら念い。
第二は、技術革新の進歩発展Kよって、古来からの古い熟練Kかわって、新しい作
業知識や高度の工学の技術が必要と念ってくる反面、作業自体が単純イト標準化の様
相を呈するVていたり、定型化された業務内容が数多〈念ってきた。作業内容の量的、
節句な変化Kとも念って、若年労働者あるいはまた女子従業員が進出し、中高年の従
業員との聞の調節をいかにして行念ったらよいか、また年功序列制度K偏していた職
場体制の改善といった問題が発生している。
第三は、企業~$＇ける教育訓練が、企業外念らびK企業内の両者に為市、て、あらゆ
る階層Kわたって重視されるようKなってきたととである。いままでの教育訓練は、
主として匁職、経験、技能念どの能力面を強調してきたが、能力とともK、労働意欲
の面を重視していかねば念らな〈念ったoまた教育や訓練を考える場合Kは、いまま
では企業全体、工場全体としての意味の教育訓練を強調してきた。
しかし今後は、とれらの方法とともK、職場~！.＇－いて、職場員をいかにして教えて
いくかという職場訓練の方法が強調されていかねば念らない。そのためK、現場役付
者全員が教育担当者であるという意識をもっ必要があろうoつま夕、現場役付者が、
部下K対して、説明したb、職場管理で指導したり、あるいは意見や報告をきいたb
といったあらゆる機会が教育訓練の場であるというととを考える必要があろう。
第四の問題は、年功序列的なものから、能力中心主義的念ものに移行していくとい
うととが見られるととであるoとれは賃金、昇進のきめかたとして、各種の面であら
われてくる。いままでのように、経験。年令を重視したものの考え方から、能力を重
祝する必要が主？とってきた。しかもとの能力は、現在あるいはとれまで持っているカ
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だけでは念〈して、とれから先、仕事Kついてい〈ための力、また今あらわれ念いが、
将来あらわれるであろうと恩われる潜在能力の開発も必要となってくる。
能力を考える見方は、往時の労務管理Kも存在していた。しかしとの能力は、過去
の経験、技術、学歴あるいはまた、評価者の一方的念観察Kよってのみ掌握された場
合が多い。とれからの能力観は、現在の職務Kは使用され念いが、将来活用されるで
あろうと恩われる潜在能力も期待されるし、学歴よタも学力へ、学力から業務K適応
し、応用できる基礎的・専門的能力観と念って〈るo
わが国の大規模企業体~$－いては、すでK自己申告制度を導入して効果をあげてい
るが、中小企業~$＂＇いでは、との導入面がす〈念い。潜在能力を開発し、職務意臓を
徹底していくためKは、他律的目標管理では念〈して、自主的自標管理を行ってゆ〈
べきであb、自己申告制度を導入した人事考課制度の実施がのぞましいといわねば念
ら念い。
2. 定着性問題で注目すべき従業員の型
新入社員は主として、春季、諸種の学校や職業訓練所を修了して企業の一員と念る
ものである。彼らが抱いている多〈の期待のなかで、特に考慮し念ければ念ら念いも
のは、長期間父母のもとKあって、社会人と念ったものであるから、依頼心、依存心
が強〈相談相手をさがし求めている心情が強いと思うo特K地方からの出身者は、故
郷K思いを走らせて、ホームシックK念る例も少念〈念い。また、その反面、社会人
。一人と念ったという独立した考え方から、他人K干渉されまいという気持が強〈、
自尊心が強固で、自己を主張したいという気分が強い。かよう念状態であるので、依
頼心と独立心という相反する心的状況の持主である新入社員に、どのようK対処し念
ければ念ら念いかというととが必要と念って〈るのであるo 定着性の不足の状態~$－
いて、いかK配慮し念ければ念ら念いかという問題点も多いと思うo
仕事の成繊K関係あるものは、一般K知識経験、技能という能力K関するものと、
熱意、志気、責任感という意欲K関するものとこつの面からできあがっているoとの
両者の面K関してであるカZ、新入社員の業務が主として単調化・分業化。定型化・標
準化された業務が多いので、能力の占める割合よりも、意欲Kよって影響される場合
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が多いととを指摘していかねば念ら念いo場合Kよっては、能力を有しているが、それ
を活用するだけの業務を与えられ念いためK、意欲かで念い場合が多いのである。ある
工業高校の機械科出身の学業成績優秀者を、社会相場の給料弘上を支給して採用したが、
担当した業務が荷物の運搬、機械の泊さし、職場の清掃念どの雑仕事の連続であったの
で、自己の能力以下の仕事しかさせられ念いと思い違いをして、 3か月たた念いうちK
退職してしまったという事例があったo
規模の小さ念企業であったので、その新入社員のためK適当念仕事を与えるととは困
難であっても、それ相当の扱い方はすべきであったのではないかと思う。たとえば、職
場の監督者が常Kその新入社員から、勉強している機械の原理を聞いてもよいし、また、
学校で習得してきた知識を発表させる機会を与えるととも必要であろう。職場K沿いて
相談相手もなし自己を認められようとし念ければ、どうしても学校友達の意見K盲従
してしまうという傾向になちいっていくというのも、理由念しとし念いであろう。
しかし、新入社員は、学窓を出て企業の一員と念った場合K種々の型があるが、 ζと
に代謝悦五つの型を州当げてお、〈が、とのほ沙諸K、とれらの型の併合やまたは特殊
念型もあり、十人十色といわれるようK、種々の型があるというととを注意すべきで遣う
ろう。各種の型の特性を理解し念がら、適応面を考察してゆくととがのぞましい。
(a）一般の型
入社して最初の数か月は成績の向上が弱〈、停滞をしてほとんどのびてい念いが、
それ以後は急速K発展してい〈というよう念傾向であるO 入社してきてからも、自己
の会社や職場Kついて常K不安をもち、落着きが念〈、前途の心配がみ念ぎってbる
ので、指導者や先輩が心からの指導をしても、身Kっか念いという状態が多いo監督
者の指導κ対して、馬耳東風の風潮が強いのである。かよう念状態K対して、常に職
場t亡事Fいて数年の経験のある仕事上手でし：かも、教え上手念者を指導員Kした世話役
制度をもうけるととによって、仕事上のζとも、個人面のととも両者とも気をつけて
ゆ〈という必要性があると思うo特K、気の弱い人たちがたちいり易い劣等感K対ナ
る配慮、を考えるべきであるoζの場合K、話合いの相手や相談忙のれる世話役がいる
ととKよって、主；－ ;I;~いに穀県があると思う。わが国K為市、て、近時行念われつつある
一色色一
． 
、プラザー制度やシスター制度念どの面も、大いK活用すべきであろうo
(b）意志の弱い型
との型は、勤務の期間K比例して仕事の成績は向上をみるのである知、時と場合
VCl>~いて停滞をするか、下降を示す例が多いのであるo スランプ状態tとなって、仕
事が身Kっか念い状態であろう。とのスランプ状態の根拠と原因を探究すべきであ
ろう。賃金、給与、労働時間という労働条件というよりも、職場人的環境から〈る
面も多いととを忘れては念ら念いo同僚との関係、先輩との結びつき、監督者の信
頼の度合の強さ弱さ念どVてよって、職場人の意欲に影響するという面が少念〈左い
のである。大き念問題よりも、職場（！（$－いて常に発生するよう念些細念状態を分析
する必要があろう。
たとえば、退職を申し出た者K対していかK説得しようと、将来の期待条件を説
明しても、元のさやKなさめるととは困難であろうoしかし、職場VC:l>-ける少しの
変化K気をつけるととKよって、元気が念〈念ってきたとと、仕事K間違いがあっ
たとと、不満をもってきたζと念ど、些細念事実や事象Kついて、その場で解消す
るだけの手段を使っていたら、問題が大きく念ってから、多くの時間と費用を使っ
て処置するよりも、かえって容易K解決するととができるであろう。先K、進行過
程の念かで小きざみKして、何回でも時間をかけてbくととが、対策としては進歩
していると思うoとれとそ早期発見であり、予防注射的考察であろう。
(c）希望にもえた型
との型は、勤務の期間K正比例して、仕事の成績が向上する裂である0 1か月、
2か月、半年と年限が進むにつれて、正比例的に業務の成績が向上してい〈もので
あって、勤務者としてはは念はだのぞましい型であろう。勤務者として誇bを感じ
ている者、父兄の後継ぎをしようと意欲にもええ者、業務自体を愛し、自己の職場
を趣味や娯楽と同じようK興味を有している者、仕事を習得して、将来一家を念し
たいと希望している者、あるいはまた、資格試験左どを受けて、技能士や技術士の
資格を習得したい希望のある者、あるいはまた、困難念就職試験K合格して、当会
社の社員としての誇タを有している者念どは、すべて本項の型K入る。とれらの型
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の者は最も扱い易い裂であるが、欲をいえば、成績の向上の傾向が、よb一層の進
歩の早い型で進まぜるのがのぞましいと思う。とれは教え方自体K改善を考えてい
くべきであろう。
縁故募集型採用方法Kおいては、 ζの種に属する型の従業員も比較的多かったが、
公開募集型K念るKつれて、次第K減少しつつあるのが現状となってくるO
(d) 最初のうちに出しきってしまう型
仕事についた最初の頃は、勤務Kついて厳正に、まじめK従事する反面、向上
がとまり、勤務年限の多〈念る割合K比較して、進歩が停滞してしまう型である。
とれらの型の者は女子社員の大部分や、中途採用者、季節的念臨時社員、アルバイ
トの学生たちがかよう念傾向K属するといわれている。
とれらの型K属する人は、最初が大切であb、しきたタ教育、しつけ教育という
面で、企業人としての心構え、職場人としての慣行制曜に身Kつけるととが必要
念のである。本項K属する型のものは、主として受動的念者が多〈、最初のうちは
上司や先輩の意見Kは従うという特性が多いので、多〈の時間をかけても、守るべ
き規範を完全K教えとませるだけの配慮がのぞましい。比較的K短期間の扉傭の念
かで、最大限の効果をあげうるよう念配慮がのぞましいo
(e）特殊な型
好ましく左い型に入るが、記憶力が弱〈、仕事の習得力が低〈、常人以下の標準
を常K停迷していたり、仕事は成績Kムラがあ夕、問題を常K有しているものであ
る。採用時Kかける選衡のミスと指摘するととのでき念いほど、．後発的念原因とし
て起とる場合があるo健康上、家庭上の個人的な原因や、友人・同窓・同僚関係か
ら〈るもの、指導員・世話役・監督者との相互の連絡不十分の原因からくるものと、
数多くの要因が秘められているが、問題の徹底的念原因の究明を行念って、監督者
としては、最後まで世話を念す心構えが必要であろう。との問題K似た事例念どを
十分集めるととKよって、解決方法を検討し、処置をとる必要がある。一監督者の
解決K自信がもて念かったら、監督者会議Ki.~いて、どとの職場にもあタうる問題
として、討議をかさねていくべきであろうo
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！.意欲の要因は何か
家内工場的念企業で従業員が数人の事業から、数十人念いし2.3百人の従業員をもつ
ようK念った数個の企業V(j,->ける従業員の意欲の内容がどん念要素からできているの
か、過去Kさかのぼって分解していくと、は念はだ興味がある。
まず意欲の念いというのは、どん念現象として限K映じるかというと、些細念もの
から大き念ものまでいろいろ念ものが考えられているのであるが、小さ念ものである
と、元気が念〈、顔色がさえ左い。一歩前進して、仕事に間違いが多〈念る。欠勤が
限Kつ〈。不平不満の種子を心の中Vてもつように念る。イライラ心が辛子きて、はては
それを行動にうっすよう念状態と念って〈る。気が強ければ反抗心を起とし、弱けれ
ば定着性が念〈仕事から去ってい〈。以上の意欲の念いという現象をとらえたのであ
るが、とのようK役付者の限に映ずる内容の原因というのは、いか念るものであろう
か究明する必要があろう。
以上のようまわれわれの眼にうつる事実をとって、伺が原因であるかというととを
究明してみると、現在から7.8年前までは、ほとんど賃金給与の問題が多かったo意
欲の念いという事象をとらえて、中心にあるものをさぐってい〈と、ほとんど賃金問
題K総括されていると申してよい。社会相場の給与K比較して低かったか、あるいは
また、賃金の分配の不公平さという ζとに原因していたのである。極論すれば、賃金
K問題が念かったら、意欲の念いという事象もあタえ念かったほど、賃金一辺倒であ
ったoしかし、 7.8年前からK念ると、在来の縁故募集を主Kした募集の仕方K対し
て、公開募集Kふみきったために、多くの若年者や女子従業員が入職するととに念っ
てきたために、レジャーを楽しみたいという若年者の願いから、給与問題よりも、労
働時聞の問題が大きくとりあげられるようvct.cってきたo短労働時聞の希望や残業を
嫌うよう念風潮が強〈あらわれてきている。賃金問題と労働時聞の二本の柱を考えね
ば念ら念〈念ってきた。しかるl'C5年前頃K念ると、近接地区での労働力調達が困難
となってきて、逮〈の地区から募集しなければ念ら念〈なって〈ると、寮や社宅をた
てたb、娯楽施設を併設したbして、福刺厚生関係の設備を単備し念ければ念ら念〈
念ってきたoかよう念福矛u厚生関係の問題が、意欲K影響するとともあった。寮の生
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活の快適さが、仕事Kよき影響を及』ますようK左った事例も多いのであるoとれらは、
賃金や労働時間K付加して考えるべき要因と念ってきた。
しかるK、2年前頃K念ると、職場VLl>-ける同僚・先輩・役職者念どとの聞の関係念
ど、各種の人的関係の要因が考えられるよう VL~ ってきた。労働条件の管理のみでは達
成でき左い複雑念要因のあるととを忘れてはなら念ν、。労働条件がよくても、職場の人
的環境のわるいためK、仕事K身が入ら念かったという例もあったし、また逆の例もあ
るというととを指摘する必要があるのである。職場の人的環境管理の具体的念方策Kつ
いては、監督者として部下K接するための管理技術である。
管理技術の教育や訓練も、規模の比蜘9大き念企業では、定型的に行念われているが、
中小企業K沿いては管理教育Kついての関心が低〈、殆んど行左われてい念いのが現状
であるo監督者教育を行念って、監督者意識にめざめた根性ある役職者を育てていく必
要がるろう。
4.定着性向上の方策
今日の中小企業VLl>-いては、採用が非常K深刻念問題と念ってかり、常備り社員のほ
かK固定的念臨時従業員ゃ、また一時的な臨時従業員K依存する面が多〈念っている。
企業Kないて必要念人員を質よりも、むしろ量的KいかVとして確保していかねばなら念
いかというととを問題とするようK念ってきた。それKは採用の際医注意をむけるとと
もK、採用後V($－いて、定着性をもたしめるためK働きやすい職場の環境の育成につと
め念ければ念ら念い。
とくK若年層の不足が目K見えてきているoとの若年層の問題も採用されてからどの
ようK定着させるかというととが問題K念るのだと思う。労働者の雇用動向調査Kよる
と、就職後、わずか 1 年間のうちに、中卒で約12~、高卒で10~のものが、企業を
去っていくというととK念っているoとのようK定着率が非常K低いというととは、何
を意味するかというととを考えてみ念ければなら念い。との定着性の以前K、現在中小
企業V(:J:,~いて、若年者が非常K少左いというととが問題と念っているので、中高年令者
または家庭婦人を雇用するという動き治坊担当見えてきた。とうした方法を採用して成功
した企業も多い。
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． 
工場l'C$＂いて、中高年令者向きの適当念職種は非常 K多ν、たとえば、簡単念仕上
工、簡単念検査工、包装工、荷造工、洗浄工、守衛、巡視、編物工、縫製工、製本工、
板金工、塗装工、プレス工、機械工、溶接工、鋳物工、配管工、木工念どである。今
までの若年者のみK限っていた考え方をやめ、間口を広げていかねば念ら念いと思う。
在来の初任給の立て方が、年令給的念ものや経験給的念ものがあったのK対して、と
れから、わが国のそれが職務絵、職能給という立て方を重ゐずるようK念るKつれて、
中高年令者の採用も容易K念るのでは念いかと思う0
1また家庭婦人Kついてであるが、家庭婦人の中には、以前現場作業を経験したもの
が多〈、訓練の必要はほとんど念いとか、あるいはまた，職場のふんいきの中Kとけ
とみやすいとか、あるいはまた、若い女子指導員の指導をよ〈やって〈れるというよ
念長所がある。以上のようK、中高年令者や家庭婦人を採用するととによって、若年
労働者に一辺倒K念っていたヨ替え方をかえていかねば念ら念い。
表年労働者の定着性がうすいというととを考える場合K、求人方法というものを考
えてみる必要がある。人を集めるのKふさわしい労働環境や労働操件を整備して辛子〈，
必要があるのでは念いか。都会K人を集める場合Kは、住居施設念どは、不可欠の条
件と念っているo退社をするものの原因を調査してみると、賃金や労働時間という労
鍛操件K関するものほかタでは念〈、仕事の内容とか、人的環境念どの原因が多いと
いうととを指適していかねば念らない。在来は人を求める場合K、何を知っているか
という知識とか、あるいはまた、どん念人物かという態度などを重視したのに対して、
とれからは、何ができるのか、また何をできる素質や経験をもっているかというとと
を考えていかねば念ら念い。
定着性の念いととを防ぐやり方、若年労働者が定着するためには、いか念るととを
すべきかという対策は、各企業l'C $＂いて行念われていると思う~~、とζではいくつか
のや夕方を考えてみようo
まず第ーに、指導員制度、世話役制度、教育助手、念どKよって、仕事上念らびK
私生活のめんどうをみる先輩従業員を$＞0て、仕事上も、人間面K$＞いても不安感を
念〈してゆき、世話をしてやるととであるo新入社員が入ってから、次第に一人前K
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念るまでK仕事を教えるかたわら、念ゃみを聞き、友達のでき念い時期Kよき話し相
手と念って、相談事にのっていくととが必要であろう。
つぎは、家庭とか、出身校とかの連絡を緊密にするとともよいと思う。ある電機工
場の女子従業員達は、東北地方の出身者が多かった治、常Kホームシックの状態を呈
してbb休暇念どで帰ると、連鎖反応を起して、何人もが帰る始末で、それをくい止
めるととができ念かった。工場では、ホームシックの解決を図ると同時K、裁縫、編
物念どで女子の教養向上のための同好会を作夕、単純作業からくる沈滞した気分の転
換を図ったoしかし、多くの費用を使用する制Kは、改善でき念かった。一案を講じ、
職場の管理者をして、私信の形をとって、女子従業員の父母達に娘遠の元気念様子を
知らせてやった。中Kは娘たちの写真をな〈った監督者もいた。とれによって故郷と
東京とが間近左気分K念って、ホームシックを取除〈のK、大き念効果をあげるよう
に念った。あるいは又出身校K、従業員を派遣して、学校との結びつきを常常強調す
るととによって、定着性を考えるとともできる。
つぎの問題は、現在の作業が次第K単調化し、定型化して〈るので、若い人が単調
化した仕事をどのように考えてくるかというととや変化の念い仕事Kどうしたらよい
かというととである。それには、適当念配置転換をしたb、又完成された喜びを与え
るためK、まとまった仕事をやらせるというのは、一つの方法である。仕事を通じて
自分でやった結果Kみのタをもとめさせるた，企業K参画するという主体性をもった
めK、自らの判断で行念う余地を大き〈していくというととが、単調感をときほごす
方法であるo
同時K又、大きな期待を与えすぎてもいけ念いのでは念い治、労伺操件や企業の施
策などをよ〈説明し、会社の誠意をわかってもらうようKするとともよレ、。若年者が
現実の姿から、理想の姿だけを追うという現状l'L~いては、あタのままの姿を常に知
らせてゆ〈というととが定着性を強くするための方策であろう。
又一定期間仮配属をして、仕事を固定させず、い〈つかの持場をまわってみてから、
本人の適性を見るというのも可能であるo
すべての企業でできるととでは念いが、高校、短大の通信教育をうけさせて、向学
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心を高めていかせるととも効果があろう。
最後K、人間関係管理技術を導入するととKよって、上意下達、下意上通をはかっ
てい〈とともよいであろう。それKは、結婚退職積立金、文化会、親睦会、福利厚生
施設、社宅、持家制度、人事相談制度、職場内とん談会念どの各種の方法が考えられ
るであろう。総合的、体系づけた管理としての一方交通的念ものから、個別的、浸透
力のある職場管理的念相互交流的念ものへと発展すべきである。
5. これからの現場役職者
(1）いままで、監督層は社会的地位としての認識が念されてきた。社会生活上l'C$－け
る身分系列を考える際K、役職者であるという誇り高き気分が、一般社会の集団k
bいて、労働意欲の向上をねらうために、役職者を乱造させたともとれるのである。
役職者の職名が、監督機能を達成するために必要であるというのでは念〈、資格を
付与するために行念われている。特K役職者も部長、課長、係長という以外K、代
理。補佐・副長・次長・所長念どを創造し、それも中間層の階層K多〈あらわれ、
その膚たるや非常K厚い様相を呈しているoまた、人事政策のために年功序列的念
経営K対する貢献度を中心とした役職者づ〈タが行念われている。人のための組紙
づ〈タがあらわれるゆえんである。
(2）経営l'C~ける一般の担当者の質が向上してきた。学歴念いし学力の向上Kつれ、
都下K能力者をもつにいたb、役職者の監督の範囲も限られてきた。在来の監督者
の人員では統制できず、部下り助言や意見具申K対じて適確念る指示を与えるため
K、監督員を増加するにいたった。また実施機能者K直結する監督員の増加に吋1
て、管理者の増大をみ、監督階層の重複化とともK、上下のコミ晶 ζ クー シ， yが
悪〈念b、依存性的体伽』があらわれて〈弘各自の自主的念判断Kよって処理をして
ゆ〈機会が少念〈念夕、創造的意欲の欠陥とも念っている。また反面、細分化され
た部門に対して、独立性を強調するととKよってセクト主義と念夕、よタ大き念組
織単位の目標を忘れ、大目的を見失う結果と念って〈るととは否定でき念いであろ
う。かよう念ためK、組織の能率化をはかる上に管理部門の節減K向い、課長制度
係長制度の廃止をと念える経営体もあるo現在の膨大化した管理制度を保持するた
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めには、独立性を主Kしながら、横のコミュニクーションKよって、調整するため
の機会を活用するのがのぞましい。
（の監督系列~$＞ける職階の目的は、命令系統と報告系統を確実K行なうためであっ
た。監督階層Kは、専門的知識・経験のすぐれた者を配置するととKよって、指示
的。指導的執行の業務を遂行できるととを目標としたo場合Kよっては、個人の創
意工夫を出させるととよりは、規定化された範囲内に為守、て、いかKして実行させ
るかというととを考えねば念ら念かった。
将来の機械化・装置化K備えて、管理機構が常務化しつつある傾向Kあb、監督
機能の変化がさけばれている。しかし、機械化・装置化Kよって担当員の絶対数は
減少するであろうが、人間Kよってのみ処理可能念業務のためにある程度社員は必
要であり、機械化・装置化の可能な限界と念ってくる。かようK、人聞の行動力を
必要とし、したがって機械化でき念い業務を担当する社員は少数精鋭であって、監
督すべき範囲も少数K限定されざるをえ念いo特K指導・訓練という個別補導を考
える際Kは、ゆきとどいた管理を行念うKは、相当の困難が伴うとみ念ければ念ら
ない。ただ機械化された分野~$＞ける業務Kかいては、管理者・監督者としては、
実施統制の面よりも計画機能の面~$＞いて、特K重視し左ければ念ら念い問題：iJ~多
いと思う。
わが国企業の人事管理制度の多くのものが、監督者適格採用制度を実施していな
い現状VC$＞いては、任命権者Kよって、任命された監督者が、実質上の監督者t仁左
りきるようK、自己啓発をしていく必要があろう。上司からも、部下からも「求め
られる監督者Jvc念タきるというととが要求されるO
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第 5章東京都における中小企業金融
宇野健吾
はじめに
中小企業K司、ての全国的念レベルでのアグリグートの大きさが、その構成tc~いて、
東京都というー弛域κディスアグリグートされた大きさκついてもそのまま妥当するか
どうかは断定しがたい問題である。東京都がそのすべてに~Ir>てただ全国の伺分のーか
に縮小された規模をもつだけであ夕、したがって何らかの特殊性を示すもので念い念ら
ば、と〈に東京都という地域に限定するととK意味を見出すととはでき老い。しかし念
がら、かつて、「都市は人を自由にするJという言葉があったように、東京都Kは平均
的・代表的地域としてでは念いある特妹性が見出せるであろう、というのがわれわれの
予想であった。との予想は裏切られなかった治、
1. 企業金融の現状その1
日本銀行調査局が資金循環勘定から「 19 6 0年代の日米両国κbける企業金融の
笈化KついてJ（日本銀行調査局、『調査月報』昭和45年 11月号〉調べたととろ
によると、第 1表の通bである。また、三井銀行、『調査月報』第42 4号K「わが
国企業金融の現状と問題点」と題して、企業金融の概観が述べられている。とれを第
2~よび第 5表K再録した。とれらは法人企業部門の資金調達を金規模について明ら
かにしているので、とれらからえられる所見が、われわれにとって直ちに有用である
わけでは念いが、第1表からの所見をあげてみると〈前出、日本衡すr調査月報』、
5-7ペー ジ）、
(1）法人企業の内部資金（内部留保と資本誠棉｜当〉と外部調遥の増力噸累計Kつい
て、 19 6 0年代前半（ 1960-64年〉と後半（ 1965-69年〉とを比べ
てみると、内部資金が 2.3倍となり、外部資金の伸び（ 1. 5倍）を上回ったとと。
(2）外部調達の内訳をみると、市中借入れのシェアが 1960-64年平均で 67パ
一セントであったものが、 19 6 0年代後半Kは平均81パーセントまで高めてい
るとと、
となろう。第2表からも同様の所見がえられる（前出、三井衡す『調査月報』 18 
-7ιー
-24ページ）。ナ念わち、第一循環と第三循環とを比較すると、
。）内部留保が8.9パーセントから13. 4パーセントへ、減価償却費が 19. 9パーセ
ントから26. 0パーセントへそれぞれ増大したために自己資金は28.8パーセン
トから 5夜4パーセントヘ大巾K構成比を高めたとと。
（め増資が13. 3パーセントから4.2パーセントヘ起債が3.3パーセントから2.1 
パーセントヘ低下したとと。
(3）金融機関借入れのウエイトは39. 3パーセY トから 40. 7パーセントとほとんど
変イ切Zみられまかったとと、
が指摘される。
ととろで、との全産業・全規模の動向とは別に、企業規模別の動向をみると、規模
別に何らかの相違がみられ老いであろうか。幸いにして、三井銀行調査部月報には、
製造業Kついて企業規模別の動向が示されている。第5表である。 ζれらからみられ
る特徴は（同『調査月報』、 23-2 7ページ）、つぎの通bである。
(1) 中小企業では、自己資金と金融機関借入れの構成比が高ぐ、増資・起債の構成比
が低い。
（~ 設備投資K対ナる自己資金、自己資金プラス増資・起債、自己資金プラス増資・
起債・プラス金融機関長期借入れの割合をとってみると、大企業の場合にはそれぞ
れ 66. 2、94.5、 13 2. 3パーセントであb、中小企業の場合とはそれぞれ7吸え
8 5.8、10 3. 9パーセントである。中小企業の場合κは、大企業に比べて、長期
の資金需要K対する長期の資金調達が自己資金に頼る割合を大き〈している。いい
かえれば、中イ企業vc~いては、資金繰，！） 7.)I栂捕に苦しい。
2. 企祭金融の現状その2
をた、太陽餅ラ調査部が、同行取引先法人企業のうち、中小企業を対象に調査した
結果が公表されている（太陽銀行調査弘『取ヲl先の業況予測』）。それらのうち、
取引条件の推移と、手元流寂性の推移とを辿ってみれば、第4表bよび第5表の通b
である。ととに中小企業は資本金 5,0 0 0万円以下、あるいは常時使用する従業員が
3 0 0人以下の法人（ただし、資本金10 0万円以下で従業員 20人以下をのぞ〈〉
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であb、中堅企業は、資本金5,00 0万円超10億円未満で、常時使用する従業員が
3 0 0人をとえる法人である。 ζれらの数字から、有意の変化が果して見出せるかど
うか明らかでは念い。そとで、企業がその資金繰りをいかに判断しているか、さらK
資金調達上の問題点として何をあげたかをみると、第6表の通りである。中小・中堅
企業を通じて「内部留保不足Jを訴える声が大きい治え次第に「長・短資金借入困難」
カ噌加してi.'-.!J、と＜ l'L中堅企業l'Li.'-いては、最近数回の調査を通じてつねに第1位
を占めるよう K念っている。また、中小企業K会いても、最近時の調査では「長期資
金借入困難J治場T位を占めた。とれは、資金繰bが依然として「さほど苦し〈念い」
とし左がらも、「苦しい」とする比重が増加しつつあるととと対応してb b、金融引
締めがその媛県を発揮しつつあるととを示すものであるう。
それにもかかわらず、中小・中堅企業l'Lj;,＇ける経営上の陸路は何かという設聞に対
して与えられた回答（第7表参照）は、すでκ昭和42年10月調査にbいて「求人
難Ji.'-よび「人件費増加」が上位を占めたが、その後との「ヒト」がつねに第1位を
占めている。資金繰b調査l'Li.＇いてみられるように、「カネ Jが経営上の重要問題で
念いはずはないが、その陸路としての問題意識Kはほとんどのぼってと念いというと
とであろう。
以上の太陽鮒すの調富士、か念り神経の行きとどいたしかも継続的附す念われてい
るよい調査である。太陽銀行の営業区域は、東京都内tてその比重がかかっていると考
えても大き〈誤るととは老いと，思われるが、もモろん、全固にEっている。とうして、
利用可能念数字が得られ念いという決定的念障碍のためκ、冒頭に示した問題に対す
る答は見出せ念かった。したがってをた、われわれが当初K抱いていた予想Kついて
も、その当否を確定するととができ念かった。
＆東京都中小企業融資制度による融資実績
念争、東京都経済局κよる調査が『中小企業金融資料』として、昭和 45年10月
K発表されている。とれは、中小企業の金融の円滑化を通じ中小企業の振興・発展
K寄与するととを目的として実施されている各種の中小企業向間接融資伽l度κ関して、
それらの間接融資の実態を明らかKするとともに、中小企業関係の金融資料を収集し
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たものである。したがって、そとに示されている各種資料は、金融サイドからの中小
企業金融関係のものであb、われわれが明らかにしたいと欲している企業サイドから
のそれでは念ν、それKもかかわらず、とと陀明らかにされている事実が何らかの手
掛bを与え念いととも左いだろう。以下、い〈つかの事実を追ってみればつぎの通b
である。（第8$＂－よび第？表。）
(1）第8表「融資量シェアで見る貸出残高の推移Jをみれば、中小企業向〈 ζとで中
小企業の範囲は、昭和38年8月までは資本金1,0 0 0万円以下、昭和38年？月
以降は資本金5,0 0 0万円以下、ただし卸・小売業、サービス業は 1,0 0 0万円
以下の企業と念ラている）が、きわめて僅かではあるが、上昇している。
(2) それにもかかわらず、主要金融機関のみの中小企業貸出残高を都内と全国との対
比でみると（第 9表）、全国では、貸出総額に対する中小企業向の割合が41バ一
セントから52パーセントの高さにあるのに、都内では27パーセYトから 30パ
ーセントの高さKしか遥していない。とれは、大企業が都内に集中しているからで
あろうか。あるいは、都内κある金融機関bよび企業κ、いわゆる「地縁性Jの観
念がうすいからであろうか。
これらをもって、いずれにしても、中小企業が、大企業に比べて、金融機関の中で
大きま比重を占める金国銀行Kよって、冷遇されていると直ちに断言するととはでき
念レ、
さて、中小企業の金融事情をみるために、やや観点をかえ、各種の東京都恥J、企業
融資制度が昭和 40年華以降1'C$－いてあげた実績治Zいか走るものであったかをみてみ
よう〈第10表bよび第 10表 a）。
との数年を通じてみて、季節的要因による資金需要（夏季会よび年末資金需要）が
と＜ l'C強〈現われているととが明らかであるが、総じて賓績が目標を上回っている。
ととろで、類似¢融資制度が都内各市町κも設けられている;Qt、とれらが昭和43、
4 4年度κあげた実績はいか走るものであったか（第 11表）。その達成率が東京都
の行念う融資に比してきわめて低〈、目標に遥していないととが注目され念ければ攻
らない。
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むすびにかえて
以上を要するに、中小企業が大企業に比して概して経営上の将来に不安がもたれて
会夕、また担保等の信用力vcj;＇いて劣 b、さら Kその必要とナる資金治Z小口であり、
したがって資金の外音欄遥によ b多〈の困難を感ずるというととの金融的念表現であ
る。との点を別の総括的念表現として、大企業K対ナる貸出と中小企業に対する貸出
とl'Cj;＇ける金矛 l路差、として示すζとができる。一暢大の山下邦男教授によれば、大企
業会よび中小企業貸出の表面針ト実質金利・表面実質金利格差は第12表のようであるf山
下邦男I強行貸出K関する諸問題」、『金融ジャーナル』第5巻第4号、 88-89ペ
ージ）。とれκよっても、金融機関借入れにj;＇＼（）て、中必獲が大企業 K比して不利
念立場Kあるととを窺い知るととができょう。先κも指摘して辛子いたようκ、中小企
業は一般に増資・起債κ頼るととが困難であり、内部留保を十分K行念え念い場合K
は、自己資金に代えて金融欄菊からの借入れκ依存せざるをえ念いのであるが、との
借入れが大企業κ比して司有利であれば、資金調達治培し〈念らざるをえ老いわけであ
る。太陽銀行調査の結果では、資金繰bが苦し〈念いと在っている Kもかかわらず、
他方東京都Kよる融資制度が大き〈目標をとえて実績をあげているのは、自己資金κ
依存しうる中小企業と依存しえ念い中小企業との分化を示しているとみるべきであろ
う。自己資金に依存しえ念νぜ蟻は、か念b金融ベースからは念れた、有利念条件で
実施されている東京都融資制度に、資金調遣を求めるととになると思均i..Qo
中小企業の育成を金融的にパyク7'7プするととが必要だとする念らば、そのパy
クアyプをどのようκ行念うべき九資金調遣の困難を訴える中イ企業κ、資金を融
資ナべきだという一般論では解決κは左ら念ν、各種の源泉からの資金がいか念る程
度K利用されてbb、それに制J‘わらず不足とされる資金がどの源泉に求められて
いるのかKついての情報が与えられ念ければ、企業の要求に応えられ念いからである。
全国レベルでの調査vci-いても、また地域レベルでの調査においても，中小企業に
関する調査はかなり詳細に亘って行なわれているようである。それにもか』わらず、
企業サイドからの会顧問類について知ろうとすると、ほとんど何も知るととができな
-80ー
、
． 
．， 
い。もちろん、金銭に関するととであるだけに、企業としてはきわめて神経質とな
らざるをえないことが、調査を困難ならしめている理由であろう．資料の収集・整
備の必要が痛賭される次第である。
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第 T表法人企業部門の資金源泉
〈単位：億円〉
19 60～ 1965～ 65～69/ 1 9 6 8年 1 9 6 9年64年 69年 60---64 
内部資金 135,756 310,827 2.2 9傍 7 5,4 0 1 92,379 
内部留保 5 0,5 0 9 118,658 2.3 5 3 2,74 7 3 8,9 5 0 
‘・資本減耗引当 85,24 7 192,169 2.2 5 4 2,654 5 3,4 2 9 
（構成比・¢） (39.6) (51.1) ( 5 4.7) (50.9) 
外部調遥 2 0 4,5 6 9 2 9 6,3 2 4 1. 4 5 62,321 8 8,5 2 5 
事 業 債 9,8 7 9 1 1,6 8 0 1. 1 8 1,54 6 2,90 7 
株 式 36,136 1 8,4 4 1 0.51 4,09 8 4,893 
市中借入れ 137,327 2 3 8,5 9 6 1. 7 4 49,440 7 1,2 3 8 
その他借入れ 2 1,22 7 2 7,60 7 1.3 0 7, 2 3 7 9,487 
〈構成比・必〉 (5虫7) ( 4 8.7) ( 4 5.2) ( 4 8.8) 
そ の 他 2,129 1,51 3 0.71 238 4 89 
計 342,454 608,664 1. 7 8 137,960 1 81,3 93 
（構成比・~） (100.0) (100.0) (100.0) ( 100.0) 
（資料出所：日本鰻行調査局『調査月報』昭和45年 11月号、 R 5 ) 
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第2表法人企業の資金調遥〈全産業・全規模〉
（単位：億円、必）
一
第 1循環（ ；~年年1~月刀す 第2循環ミ；：:t¥第5循環（程ぬ
一
自己資金 53,908 28.8 49,552 31. 5 239,134 3 9.4 
” 
｛内鞠保 16,665 8.9 免225 5.9 8 1,4 18 13.4 
減価償却 37,245 1呪？ 4 0,5 2 7 25.6 157,716 26.0 
増 資｜ 24,92 8 13.3 17,177 1 0.9 25,6 20 4.2 
起 債！ 6,213 3.3 3,844 2.4 1・2,807 2.1 
金融機関借入 7 3,5 6 1 3 9.3 6 4,0 1 3 4 0.7 247.109 4 0.7 
｛短 期 4 6,4 5 5 24.8 37,626 2 3.9 145,960 24.0 
長 期 27,106 14.5 2 6,38 7 16.8 101,149 1 6.7 
（資料出所：『三井銀行調牽月報』第42 4号、昭和45年11月、PP.18-19)
． 
． 
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第5表規模別法人企業の資金調達（製造業〉
（単位：億円、~）
一
第1循環努事3第2循環（許W即7~2月 第5循環（箆1~
自己資金大企業 2 0,8 5 6 2 ZS 18,66 2 25.5 7 5,5 4 1 3t9 
中小企業 10,536 44.3 9.3 12 46.0 55,5 28 58.8 
内部留保大企業 7, 11 2 役4 3,6 7 3 5.0 22.639 9. 6 
｛減価償却中小企業 3,6 9 5 1 5.5 1, 70 2 8.4 2 2.61 9 24.0 
．” 
大企業 13,744 1 8.1 14,989 20.5 52,902 22.3 
中小企業 6,8 4 1 28.7 7, 6 1 0 3Z 6 32,9 0 9 34.9 
増 資大企業 1 3,8 8 0 1 8.3 9, 90 4 1 3.5 1 3,7 4 2 5.8 
中小企業 2,8 41 1t9 1,577 za 936 1. 0 
起 債大企業 2,784 3.7 2.0 6 4 2.8 6,884 2.9 
中小企業 1 82 0.8 4 o.o 38 o.o 
金融機関借入大企業 2 8,7 7 1 3 8.0 31,3 04 42.7 7 3,81 8 3 t2 
中小企業 1,4 68 6.2 8,543 4 2.2 5 1,6 82 5 4.7 
大企業 15,30 5 2 0.2 17,149 23.4 3 5,611 15.0 
｛短 期 中小企業 2,9 1 0 12.2 5,9 52 2 9.4 35,78 7 3Z9 
長
期大企業 1 3,4 6 6 1Z 8 14,1 55 1 9.3 3 8,2 0 7 1 6.1 
中小企業 1,4 42 6. 1 2,5 91 1 2.8 15,8 9 5 16.8 
一一一一一一
（資料出所：『三井銀行調査月報』第424号、昭和45年11月、 PP.24-25）’ 
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第 4表 取引条件の推移
【回収条件〕 中 企 業 中 堅 企 業
現金回収割合 i 売掛期間 受取手形期間 現金回収割合 売掛期間 受取手形期間
4 1. ？ 3 1.5" 4 3. 8日 1 2 3.5日 3 1.4" 5 2.3日 1 2 8. 2日
1 2 3 1.7 4 5.4 1 2 4.4 3 1.2 5 1.5 1 3 1.7 
4 2. 3 3 2.3 4 4.4 1 2 0.4 2 8.9 5 0.0 1 2 8. 6 
6 3 3.2 4 3.3 1 2 0.1 3 1.2 4 7.6 1 2 4. 2 
9 3 3.6 4 3. 8 1 2 0.8 3 1.8 5 0.7 1 2 4. 0 
1 2 
4 3. 3 3 2.4 4 3. 5 1 1 9.5 3 0.4 4 3.8 1 2 0. 0 
ι 3 3.1 4 2. 0 1 1使9 2 8.5 4 4.8 1 1 9.0 
？ 3 1.3 4 2. 4 1 1 7.2 3 o.9 4 5.3 1 2 0.8 
1 2 3 2. 0 4 2.8 1 1 8.8 3 0.7 4 3.2 1 1 5.8 
4 4. 3 3 2.7 4 3.1 1 1 5.6 3 o.5 4 7.1 1 2 o.4 
6 3 1.4 4 1.5 1 1 6.7 2 9.5 4 5. 3 1 1 6.7 
？ 3 2.5 4 3.5 1 1 7.6 2 8.1 4 5.8 1 1吸5
1 2 3 2.5 4 2. 1 1 1 8. 0 3 1.0 4 5.3 1 1 8.7 
4 5. 3 2 9.4 4 2. 1 1 1 8.0 2吸1 4 7.9 1 2 o.5 
6 2 9.1 4 3. 6 1 2 1.0 2 9.8 4 8.5 1 2 1.4 
？ 2 8.2 4 3.0 1 2 2. 7 2 8. 5 5 o.0 1 2 3.3 
【支払条件〕 l 中 企 業 中 堅 企 業
現金支払割合 買掛期間 支払手形期間 現金支払審l舟 買掛期間’ 支払手形胡明
∞ー伺I
4 1. 9 3 5.0 " 3 7.5日 1 2 1.9日 2 2.3" 4 4. 5日 1 3 1.2日
1 2 3 3.9 3 8. 9 1 2 1.0 2 2.6 4 6.0 1 2 9.1 
4 2. 3 3 2.9 4 0. 3 1 1 9.1 2 2.4 4 2.1 1 2 7.2 
6 3 4.1 4 o.3 1 2 1.4 2 3.4 4 2.6 1 2 4.0 
？ 3 3.0 4 a.a 1 2 0.3 2 4.3 4 3.7 1 2 7.2 
1 2 
4 3. 3 3 2.8 3 8.9 1 2 0.9 2 3.2 4 0.7 1 2 6.5 
6 3 3.5 3 7.8 1 2 0.8 2 4.0 3 9.5 1 2 7.4 
？ 3 2.6 3 7.0 1 1 6.6 2 3.8 4 0.0 1 2 7.5 
1 2 3 2.7 3 8.1 1 1 6.4 2 6. 7 4 2.5 1 2 2.0 
4 4. 3 3 5.0 5虫4 1 1 2. 7 2 4. 7 3 7.7 1 2 8. 0 
6 3 3.6 3 8.9 1 1 2.3 2 4.2 3 6.6 1 2 o.5 
？ 3 3. 7 3 9.3 , 1 3; 9 2 1.2 5 8. 9 1 2 4.5 
1 2 3 5.5 3 8.7 1 1 2. 4 2 4.4 3 7.6 1 2 3. 8 
4 5. 3 3 3.9 3 7.3 1 1 6.7 2 2. 6 3 8.9 1 2 4.0 
6 3 2.7 4 0.4 1 1 8. 8 2 4.6 4 1.0 1 2 2. 6 
9 3 2. 7 3 8.8 1 2 0.1 2 2.7 4 0.5 1 2 4.3 
（資料出所：対湯銀行調査部『取引先の業況予測』）
． 
第 5表 手元流動性の推移
中小企業 中堅企業
4 1. 7 ～ 9 1 3.8 ~ 
1 0 ～ 1 2 1 3. 5 
4 2. 1 ～ 3 1 5.0 
4 ～ 6 1 4.5 
7 ，、‘’ ？ 1 3.9 
1 0 ～ 1 2 1 3.4 
4 3. ～ 3 1 3.4 
4 ～ 6 1 3.4 
7 ，、． ？ 1 4.2 
1 0 ～ 1 2 1 3.2 
4 4. ～ 3 1 3.7 
4 ，、‘’ 6 1 3.1 
7 ～ ？ 1 3.0 
1 0 ～ 1 2 1 t 7 
4 5. ～ 3 1 2.5 
4 ～ 6 1 3.0 
7 ～ ？ 1 2.9 
（注〉 手元流動性＝現金預金／売上高（年換算〉
（資料出所：第・4表K同じ〉
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1 5. 1 ~ 
1 5.1 
1 7.6 
1 5.6 
1 5.4 
1 4.1 
1 3.4 
1 2. 7 
1 3.3 
1 2.9 
1 4.2 
1 2.6 
1 2.4 
1 2. 3 
1 5.1 
1 2.7 
1 2.6 
第 6表 資金繰（構成比〉
I 42年1明 44年4月 7月 45年1月 7月 ・1 0月
〔中小企業〕
楽 で あ る 1 3 1 4 1 2 1 0 8 6 
さほど苦し〈念い 6 7 6 7 7 0 7 0 6 5 6 1 
4・苦 し い 1 9 1 9 1 8 2 0 2 7 3 3 
資長期資金借入困難 1 4 2 4 2 5 2 4 2 6 3 1 
調金 短期資金借入困難 6 8 8 1 2 2 0 1 7 
遥
上 増 資 困 難 8 1 7 1 6 1 2 1 1 1 1 
の
問 内部留保不足 2 2 4 1 4 1 4 0 3 0 2 7 
題点 支払条件厳格化 ？ 1 0 1 0 1 2 1 3 1 4 
〔中堅企業〕
楽 で ~ る 1 7 1 8 1 5 8 7 5 
さほど苦し〈念い 6 9 6 5 6 5 6 5 5 7 6 0 
古一－
し レ、 1 2 1 7 2 0 2 7 3 6 3 5 
資 長期資金借入困難 2 3 1 9 3 1 2 4 2 8 
金
調 短期資金借入濁難 5 1 6 1 9 3 1 3 5 3 1 
上選 増 資 困 難 3 1 3 9 4 6 7 
の
問 内部留保不足 2 2 3 5 4 0 2 7 2 4 2 3 ‘ 題
点 支払条件厳格化 1 0 1 3 1 3 7 1 1 1 1 
（資料出所：第4表κ同じ）
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第 7表 経営上の陸路（構成比〉
42年7月 1 0月 43年T月 4月 7月 1 0月 制年1月 4 月 7月 1 0月 4卑 1月 4月 7月 1 0月
〔中小企業〕
求 人 難 5 0 5 9 5 7 5 .4 5 3 5 8 5 5 5 4 54 5 9 58 54 5 5 5 2 
人 件 費 増 加 3 7 3 6 3 9 4 5 4 2 3 6 3 9 4 0 42 3 7 4 0 50 5 0 4 3 
生 童 能 力 不 足 2 5 22 2 4 2 0 1 7 2 3 2 0 2 1 2 2 2 2 2 1 20 2 0 1 8 ． 合 理 化 不 足 2 1 1 8 1 8 1 9 2 0 2 0 2 1 1 9 2 0 1 9 1 9 15 1 5 1 6 
原 材 科 高 1 7 1 4 1 4 1 3 ？ 7 7 1 3 1 2 1 7 1 9 30 1 8 1 3 
コ コt ト 増 1 2 1 0 1 2 1 3 1 0 8 1 0 1 0 1 0 8 1 0 1 5 1 6 1 4 
製 品 雪E 1 1 1 0 1 2 1 1 1 0 8 ？ ？ ？ 7 7 7 7 7 
取引先かめコストダウン要請 1 6 1 3 1 3 1 3 1 0 1 1 1 1 1 0 8 7 5 8 7 1 0 
収 益 不 振 7 7 8 5 5 6 7 6 5 4 5 5 5 8 
借 入 園 真量 3 4 7 1 0 8 5 3 3 4 4 5 1 1 1 1 1 2 
売 上 不 援 8 6 5 4 5 2 4 4 4 4 3 3 6 1 3 
代 金 回 収 悪 化 2 2 3 ι 3 2 3 1 2 2 3 5 8 
〔中堅企業】
求 人 難 36 53 4 5 4 3 4 2 4 6 4 1 4 0 4 3 5 3 5 1 51 4 0 3 6 
人 件 費 増 加 4 4 3 0 3 4 4 8 4 6 3 3 36 5 0 4 3 3 8 3 9 55 62 4 8 
生 産 能 力 不 足 1 8 2 1 1 7 1 9 1 3 1 7 1 0 1 5 1 4 1 7 1 4 1 5 1 1 7 
合 理 イヒ 不 足 1 2 1 0 1 4 1 1 1 0 1 4 1 6 1 4 1 3 1 7 1 5 13 8 9 
原 材 料 高 1 1 8 8 1 0 ？ 1 0 5 9 ？ 1 2 1 7 30 2 1 1 5 
コ .A ト 増 1 5 1 8 1 7 1 5 1 4 1 4 1 1 9 9 6 8 1 3 1 1 1 4 
製 品 空手 1 5 8 1 0 1 7 1 6 1 3 1 3 1 2 9 1 0 6 3 6 1 0 
取引先から伊スト・夕方ン要請 2 2 2 0 1 5 1 7 1 3 1 6 1 1 1 7 1 6 9 1 2 7 9 8 ． 収 益 不 握 7 5 5 8 ？ ？ 1 0 3 3 3 7 6 1 0 
借 入 困 難 。 。 1 2 1 4 7 3 5 6 5 1 1 1 5 1 7 2 4 1 7 
売 上 不 振 8 4 6 4 3 ． 4 5 5 4 3 2 1 7 1 0 
代 金 回 収 感 イヒ 1 2 4 ？ 3 2 3 2 4 4 8 1 0 7 1 2 
（資料出所：第4表K同じ）
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第 8表 融資量シェアで見る貸出残高の推移
総 額 中小企業向ω 大企業向。
合計ω設備 運転 B/A 合計 設備 運転 。VA合計 設備 運転
30. 3 21.3 7 8.7 4 0.6 8.4 91. 6 5 9.4 3 0.1 69. 9 
12 2 0.7 7 9.3 42.2 8.3 91. 7 5Z8 29. 8 70.2 
31. 3 2 0.9 79. 1 4 2.5 8.6 91. 4 szs 30.1 6 9.守． 1 2 2 0.5 7吸5 43.8 役5 9 0.5 56.2 2 9.1 7 0.9 
32. 3 21. 0 79. 0 4 2.6 9.9 90.1 5Z4 2 9.2 7 0.8 
12 21. 7 7 8.3 4 0.5 1 0.4 8虫6 5 9.5 2 9.4 7 0.6 
33. 3 2 2.1 7 Z9 39. 7 10.6 89. 4 6 0.3 2 9.6 7 0.4 
12 2 2.8 7Z2 4 0.5 10.9 8虫1 5 9.5 31. 0 69. 0 
34. 3 23.2 76.8 4 0.6 11.0 8史O 59.4 3 1.5 68.5 
12 23. 7 7 6.3 4 1.4 1 2.4 8Z6 58.6 31. 7 68.3 
35. 3 24.1 75.9 41.2 1 2.7 8Z3 58.8 32.0 68.0 
12 1 00 24.7 75.3 4 1.2 1 00 1 4.0 86.0 58.8 1 00 32.1 6 Z9 
36. 3 24.8 75.2 41.6 1 4.5 8 5.5 5 8.4 3 2.1 6Z9 
12 25.2 7 4.8 4 t 9 15.8 84.2 5 8.1 32.1 6 7.9 
3Z 3 25.4 74.6 41.3 1 5.8 8 4.2 5 8.7 3 2.2 6Z8 
12 25.2 7 4.8 41.3 15.8 84.2 58.7 31. 8 68.2 
38. 3 2 4.6 75.4 39. 8 15. 9 84.1 60.2 3 0.5 6 9.5 
12 2 5.3 74.7 44.4 1 8.0 8 2.0 5 5.6 31. 2 68.8 
39. 3 2 5.6 7 4.4 43.9 1 8.2 81. 8 5 6.1 31.3 68.7 
12 2 5.6 7 4.4 43.2 18.5 81. 5 5 6.8 31. 0 6 9.0 
40. 3 25.8 7 4.2 4 2.5 1 8.7 81.3 5 z 5 31.0 69. 0 
12 2 5.9 74.1 4 2.9 1 9.1 8 0.9 5z1 31. 0 69.0 
* 41. 3 26.0 7 4.0 43.0 1 9.5 8 0.5 5 7. 0 30.9 6 9.1 
12 2 5.8 7 4.2 4 5.0 2 0.6 7 9.4 55.0 3Q.0 70.0 
42. 3 25.9 7 4.1 44.9 21.3 7 8.7 5 5.1 28.0 72.0 
12 2 6.5 7 3.5 4 6.0 22.6 7 Z4 54.0 2 9.9 70.1 
43. 3 26.9 7 3.1 45.6 23.1 7 6.9 5 4.4 3Q.0 70.0 
12 2Z9 7 2.1 4 5.6 24.5 7 5.5 54.4 3 0.8 69.2 
44. 3 28.3 71.7 45.3 25.1 74.9 54.7 31. 0 6匁O
12 2 9.2 70.8 46.3 26.4 7 3.6 53.7 31. 7 68.3 
45. 3 2 9.7 70.3 46.0 2ZO 7 3.0 54.0 32.0 68.0 
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第？表 都内中小企業向主要金融機関貸出残高全国対比
（単位：百万円〉
4 。年 3 月末 4 。年 ？ 月末
総 額 内中イ叫業向 B/A 総 額 榊ア向 ~A
ω ω </J ω 
都内 8,537,320 2,394,350 28.0 9.184,334 2,53 7,8491 2 7.6 司
全国 26,4 61,177 10,959,431 4 1.4 24,504,026 1 1.72 17 63 4 7.8 
4 年 5 月末 4 1 年 ？ 月末
都内I9.870798! 2,801,61 9 28.4 10,520.517 初日1ol 2a.9 
全国 26,4 81,31 6 12β92.107 4 8.7 2a329,a67 1 4,0 70.s 1 s I 4 9.7 
4 2 年 3 月末 4 2 年 ？ 月末
都内 111.467,4661 12.150,431 
全国 30,852.945 15,611,780 50.6 33,211,049 1 7,0 36,8"3 0 5 t 2 
4 3 年 3 月 末 4 3 
都内 13,025,158 3,938,154 4,112,940 I 3 0.1 
全国 35,755,064 18,506,316 51.7 37,814,0041 1呪674.208I 52.0 
4 4 年 3 月末 4 4 年 ？ 月末
都内 11…4,278,057 2 9.0 15,9 69.811 I 4,672.0551 29.3 
全国 40,960,188 21,1 41,412 51.6 43,98~86 I 22,642,9161 51.5 
4 5 年 5 月 末
5,1 23,543 I 2 9.6 . 都内 117,30453
全国 47,94引 22 24,918,138 I 52.0 
（資料出所：東京都経済局『中小企業金融資料』昭和45年 11月、 PP.3 6～4 3) 
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第 10表 東京都中小企業融資制度融資実績の推移
昭和 4 0 年度 昭和 4 1 年度 昭 幸日 4 2 年 度 昭 和 4 3 年 度
融資目標 実 績 i·~すゑ 融資目標 実 績 曹t脅す主 融資目標 実 績 目貸標闘付すす率る 融資目標 実 績 畳目標一一に畳対一ナ主る
東京信用保証協会貸付分 4 2 2ftfI 80,950,679明司 19t8~ 657億円 95,977,711千円 146.1 <!J 822億円 135,04 3,021千円 1 64.2 <!J 948億円 161.7 54,4 7肝円 1 70.6"' 
車、 合理化資金融資 72 5,4 30,100 7 4.2 92 7,230,930 78.6 9 2 8,517,140 9 2.5 92 . 7,604,600 82.7 
小規模企業長期無担保融資 1 2 2.689.21 0 224.1 1 2 2.315,420 1 93.0 
8 1.564.015 19 5.5 3,92 4,81 0 218.0 
小規模企業特別小口融資 26 2,336,755 8虫8 28 1,543,120 5 5.1 
組織向転貸資金融資 6 1.0 68,800 178.1 8 920.020 1 15.0 8 846,340 1 05.7 8 856,560 10Z1 
中小企業輸出振興資金融資 2 4 76,650 2 38.3 4 547,700 1 3 6.9 4 636,900 159.2 4 706,890 1 7 6.7 
季節（夏季・年末）資金融資 8 1,35o~10 1 68.8 12 1,27ミ290 1 06.1 
中小企業季節融資 、70 28,601.780 4 08.5 、70 37,343,880 53 3.5 
中小企業年末融資 60 14,028,050 2 33.8 60 14~98,550 23史？
中小企業関連倒産防止融資 一 ー ー ー ー 一 一 1 6 564,450 35.3 
一般 保 証 融 資 266 57,119,754 214.7 4 63 67,682.411 146.2 610 91.414,89 6 149. 8 718 1 Q,8刊 550 154.3 
直 接 貸 付 分 1 0 7 12212.929 1 14.1 1 0 9 12,880,547 118.2 1 12 13,7 58,688 1 22.8 1 12 14之87,049 12Z6 
中小企業小口事業資金融資 34 4,126~54 121.3 34 4,52 8,161 1 33.2 34 4,753,714 139. 8 34 4,463,84 0 1 31. 3 
商品 担 保 融 資 5 621.6 31 12 4.3 5 531,20 8 1 06.2 8 955,5 30 1 19. 4 8 1,238,932 154.8 
a・ ミ674.2 65 1 22.5 3,681,531 1 22.7 3,9 52.984 1 31. 7 4,166,715 13 8.9 年 末 融 資
38 3,790,6 79 99. 7 40 4,139,647 1 03.4 40 4ρ96,460 1 02.6 40 41l 1 7,562 110.4 
合 計 529 93,1 63,608 1 7 6.1 766 108,858,258 1 42.1 9 34 148β01,709 159. 3 1,0 6 0 176,Q41.S1 9 1 6 6.1 
〈資料出所：：東京都経済局『中小企業金融資料』 PP.1 2 2～1 2 9) 
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第 10表a 昭和44年度融資実績
融資目標 実 績 達離成噸率
中小企業経営改善資金融資 罪F 5,8出，旬。予円 89.t 
中小企業長期資金融資
関連倒産防止融資 1る 536,080 33.5 
小企業長期資金融資 小企模企業経営改善資金融資 64 6316,590 9 5.6 
銀 行 扱
中小企業季節資金融資
8 0 43.292650 541.2 
信用金庫・信用組合扱 70 8,995β25 128.5 
経営改善資金 24 1,896p00 79.0 
季節資金 50 a回4.051 177. 7 
転貸資金 12 846,710 7 0.6 
輸出振興資金融資 4 913,700 228.4 
小規模企業共揖制度還元融資 1.2 1~00 1 3.7 
一般保証付融資（公害防止融資h 792.8 114,189,872 144.0 
信用保証付 計 1,1 82β 191,492,2 78 1620 
商品担保融資 8 1,229,3 58 1 5 3.7 
合 計 1.19 0 1 92,7'21,636 1 62.0 
〈資料出所：東京都経済局『中小企業金融資料』 PP. 7 8～7 9) 
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第 11表 東京都各区・市・町融資実績
昭和 4 3 年度 昭和 4 4 年度
制度数，ー
遥目成標率 目 様融資膿 実 績 融資目標 実 績 達成率
区（ 2 3 ) 48 5,282,596乎何 9 za唖6376,045f"何 61)72.591千円 98.3~ 
市（ 1 7 ) 27 5 85,4 70 64.3 1,135,350 791,258 6 9.7 
町（ 1 5 ) 7 一 ー 96,000 35~00 3 6.8 
計 82 5,86叩“ 9 3.0 7,407,395 6139匁149 9 3.1 
（資料出所：東京都経済局『中小企業金融資料』 PP.1 7 O～1 7 1 ) 
-96-
: .〆
I f’a 
第 12表 大企業主Pよび中小企業貸出の表面金利・実質金利・表面実質金利格差伺
大 企 業 向 中 小企 業 向
・ー－
表面実差質f; 司h 島ξR・ ‘実質金利 しー 一表面金利 実質金利 金利格 ．境面全智 金利格差
(A-1) (A-2) 仕-1）ー｛k-2) ( B-1) (B-2) (B-1）ー｛B-2)
昭和33&j:華 8.43 8.62 0.19 9. 6 7 10.5 4 0.8 7 
。34 ~ 8.2 4 8.4 4 0.2 0 9. 62 1o.s9 0.9 7 
。35 ~ 8.44 8.6 8 0.2 4 9. 5 9 10.66 1. 0 7 
。36 ~ 8.4 8 8.7 3 0.2 5 9. 2 6 10.22 0.96 
。37 ~ 8.55 8.6 5 0.1 0 ヌ51 1 0.51 1. oo 
。38／上 8.3 7 8.60 0.23 一 一 ー
〈山下邦男「銀行貸出κ関する諸問題」、『金融ジャーナル』第5巻第4号、
PP. 88～89よ!7) 
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